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第１ 監察事項及び対象機関 

 
 平成３０年度監察基本計画に基づき、以下により監察を実施した。 
 
（１）監察事項 

 ① 女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取組 
 ② コンプライアンスの徹底に関する取組 
 

【背景及び視点】 

・監察事項① 

国家公務員については、全府省の事務次官級で構成する「女性職員活躍・ワークラ

イフバランス推進協議会」において、「働き方改革」、「育児・介護等と両立して活躍

できるための改革」及び「女性の活躍推進のための改革」という３つの改革を柱とし

た「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針（平成２６

年１０月１７日）」が決定された。国土交通省は、同指針を踏まえ、省を挙げた取組

を強力かつ継続的に推進するため、「女性職員活躍とワークライフバランスの推進の

ための国土交通省取組計画（平成２７年１月２９日）」を策定し、これに基づいて総

合的かつ計画的な取組を進めている。 

このため、女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取組状況を確認

した上、不十分な事例があれば直ちに改善し、優良な事例があれば組織全体で速やか

に共有することが重要である。 

以上から、女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取組について、監

察を実施した。 

 

・監察事項② 

コンプライアンスの確保は、組織全体に対する社会的な信用を維持することにつ

ながるのみならず、組織本来の使命を果たしていくための下支えとなるものであっ

て、業務執行の基盤とも言うべきものである。 

以上から、コンプライアンスの徹底に関する以下の取組について、監察を実施し

た。 

 

＜入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底に関する取組＞ 

入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底に関する取組については、不祥事が

発生する度、組織全体で累次、強化するなどして再発防止に向けて推進していたとこ

ろであるが、平成２８年度、中部地方整備局の発注工事に関し、複数の職員が機密情
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報を漏えいするなどして収賄等の容疑で逮捕・起訴され、国土交通省に対する国民の

信頼は再び大きく損なわれる結果となった。 

このような状況下で国民の信頼を回復するために、組織全体において、入札契約事

務に係るコンプライアンスの徹底状況について、特別監察における監察項目等を参

照しつつ、改めて検証することが必要不可欠である。 

以上から、地方整備局等において、入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底に

関する取組について、監察を実施した。 

 

＜許認可事務等に係るコンプライアンスの徹底に関する取組＞ 

地方運輸局及び内閣府沖縄総合事務局運輸部（以下、「地方運輸局等」という）に

おいては、鉄道、自動車、海運等幅広い分野における事業の許認可及び監査、自動車

の検査・登録等に係る事務（以下、「許認可事務等」という）を担っている。これら

の許認可事務は高い公正さと透明さが求められるものであり、特に、自動車の検査・

登録事務においては多くの個人情報を保有していることから、その適切な管理が強

く求められている。 

一方、これら許認可事務等については、過去には個人情報の漏洩や不適切な処理等

の事案が発生してきた。また、国土交通省の組織全体における事案として、昨年、航

空法に基づく許認可等の手続きについて、多くの不適正な業務処理が行われていた

ことが明らかになった。 

以上から、地方運輸局等において、許認可事務等に係るコンプライアンスの徹底に

関する取組について、許認可事務等に係る適正性の確保や個人情報管理に関する取

組等を中心に監察を実施した。 

 

（２）対象機関 

国土交通大学校 

地方整備局（東北、関東、中部、中国） 

地方運輸局（東北、関東、中国） 

内閣府沖縄総合事務局（開発建設部、運輸部） 

 

（３）実施方法 

・監察対象機関である本局、事務所等に対し、事前に調査票を送付し、回答及び関

係資料を受領 

・監察対象機関において、担当者に対するヒアリング及び現地の取組状況（機密情

報管理等）の確認をするとともに、局長、事務所長等の幹部職員に対するヒアリ

ングを実施 
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・監察終了後、局長、副局長等の幹部職員に対し、監察結果を講評 
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第２ 対象機関毎の担当監察官及び現地監察実施期間 

 

対象機関 担当監察官 実施期間 

国土交通大学校 

小平本校 

柏研修センター 

総括監察官 東   潔 

監察官   関根 雅雄 

監察官   落合 康仁 

監察官   草野 真一 

１０月３１日及び 

１１月 １日 

東北地方整備局 

 本局 

 青森河川国道事務所 

総括監察官 東   潔 

監察官   関根 雅雄 

監察官   竹村 好史 

監察官   金縄 健一 

９月１９日から 

９月２１日まで 

関東地方整備局 

 本局 

 江戸川河川事務所 

総括監察官 東   潔 

上席監察官 荒井  誠 

監察官   関根 雅雄 

監察官   竹村 好史 

監察官   草野 真一 

監察官   内田 拓志 

１０月 ３日から 

１０月 ５日まで 

中部地方整備局 

 本局 

 木曽川上流河川事務所 

名古屋港湾事務所 

総括監察官 東   潔 

監察官   竹村 好史 

監察官   草野 真一 

監察官   内田 拓志 

監察官   鴫原  茂 

１１月２８日から 

１１月３０日まで 

中国地方整備局 

 本局 

 松江国道事務所 

総括監察官 東   潔 

監察官   関根 雅雄 

監察官   金縄 健一 

１２月 ５日から 

１２月 ７日まで 

東北運輸局 

 本局 

宮城運輸支局 

総括監察官 東   潔 

監察官   奈良 和美 

監察官   鈴木 秀昭 

９月１９日及び 

９月２０日 

関東運輸局 

 本局 

神奈川運輸支局 

総括監察官 東   潔 

監察官   落合 康仁 

監察官   山口 宏幸 

１０月 ２日及び 

１０月 ３日 

中国運輸局 

 本局 

広島運輸支局 

総括監察官 東   潔 

監察官   奈良 和美 

監察官   落合 康仁 

１２月 ５日及び 

１２月 ６日 
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内閣府沖縄総合事務局 

 開発建設部 

南部国道事務所 

総括監察官 東   潔 

監察官   関根 雅雄 

監察官   金縄 健一 

１２月１２日から 

１２月１４日まで 

内閣府沖縄総合事務局 

運輸部 

陸運事務所 

総括監察官 東   潔 

監察官   鈴木 秀昭 

監察官   山口 宏幸 

１２月１２日及び 

１２月１３日 
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第３ 監察結果 

 

Ⅰ．女性職員活躍とＷＬＢの推進に関する取組 

 

１． 報 告 

 
（１） 働き方改革の取組の状況 

 

１） 業務改善に関する取組 

注：国土交通省取組計画Ⅱ１(２)(２)-１ 業務マネジメントの改革 

「取り組むべき重要な業務の明確化と業務プロセスの改善を行う。あわせて、業務の効率化を行う」 

 

① 業務プロセスの改善に向けた取組状況 

注：国土交通省取組計画Ⅱ１(２)(２)-１① 業務プロセスの改善 ア 重要テーマの選定 

「本省局長、外局の長、地方機関の長等は、今後１年程度の期間を見据え、取り組むべき重要テーマを選定す

る」 

 

全ての監察対象機関において、業務プロセスの改善のため重要テーマを定め

全職員に周知していた。また業務プロセスの改善を効率よく実施するため、幹部

職員をメンバーとする業務改善委員会並びに下部機関としてプロジェクトチー

ムを設置していた。業務改善の提案は常時募集しており、現行制度により対応可

能な提案は改善を行い、その他の提案に対しては実施困難な提案を除き引き続

き改善の検討を行うとともに、職員に対しても検討状況を共有し好事例の横展

開に取り組んでいた。 

国土交通大学校においては、「新任管理職研修、新採用職員研修等の階層別研

修においてＷＬＢのカリキュラムを取り入れる」ことを重要テーマとし、平成３

０年度は「新採用職員(総合職)」はもとより、「高等測量」の研修にいたるまで

合計１９の研修にＷＬＢのカリキュラムを取り入れていた。また、ＷＬＢの講義

の質が常に高いものとなるよう、評判の良い講師については担当職員が実際に

講習会へ参加するなど、外部講師の新規開拓に積極的に取り組んでいた。 

関東運輸局においては、本局主管課長補佐クラスを中心とした「関東運輸局ホ

ームページ全面改修ＰＴ」を設置し、不要なコンテンツ等の選別・削除等の見直

しを行い、業務改善に取り組むとともに、関係事業者や一般の方にも分かりやす

い内容となるように努めていた。 

中国運輸局においては、月末や年度末に特に繁忙を極める支局・事務所の登録
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業務に関し、他部署の職員が応援態勢を組めるよう、スタッフ制の活用や、本

局・海事事務所職員の併任発令をすることにより、業務量の平準化を行ってい

た。 

 

② 業務効率化の工夫に関する取組 

  注：国土交通省取組計画Ⅱ１(２)(２)-１② 業務効率化の工夫 

 

全ての監察対象機関において、業務効率化に資するよう総務・企画担当部長よ

り「業務改善の具体的事項について」を発出し、資料作成等の業務を依頼する際

の留意事項や会議の効率化について周知し、業務の一層の簡素化・効率化に努め

ていた。 

関東地方整備局においては、超過勤務縮減などの生産性の向上（効率的な業務

運営）及びワークライフバランスに資する取組等改善目標を人事評価の目標設

定に反映していた。具体的な目標設定の仕方がイメージできるよう「業績評価目

標事例集」を作成・配布していた。（推奨事例参照） 

 

ア 資料作成業務の効率化 

 

全ての監察対象機関において、資料作成業務に関する手戻りを防ぐためには、

作業途中においても上司への相談がしやすい職場環境の整備が重要であると認

識していた。 

東北運輸局においては、各種施策について適切かつ効率的に広報活動を行う

ため「東北運輸局プレスリリースマニュアル」を局内イントラネットに掲載し、

広報担当部署と各課との役割分担や必要書類を明確にしていた。（推奨事例参照） 

中国運輸局においては、会計業務のペーパーレス化を推進し、物品受領命令書

だけでも年間６００枚の押印業務等の効率化を図っていた。 

 

イ 窓口業務の改善 

 

東北運輸局宮城運輸支局においては、業務効率化と行政サービスの向上が図

られるよう、代表電話番号を自動音声対応としていた（利用者が望む担当部署に

最初から誘導することが可能）。 

中国運輸局広島運輸支局においては、道路運送法に基づく申請関係の審査を

ルール化して審査漏れを防ぐとともに、審査表のフォーマット化を行い手続き

の軽減化を行っていた。 
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沖縄総合事務局開発建設部においては、窓口業務の改善に関する取組として、

以下を実施していた。 

・窓口業務や電話対応の基本となる接遇の知識・手法を習得させるため、職員

（期間業務職員を含む。）の新規採用者を対象に本局総務部主催「接遇研修」

（年２回開催）の受講。 

・南部国道事務所においては、一般の方からの問い合せ等にスムーズに対応で

きるよう、事務所内の業務ごとの担当者一覧を作成し、全職員で共有。 

 

ウ 外出先等でのメール確認による業務の効率化 

 

ⅰ）モバイルＰＣによる外出先等でのメールの確認等  

 

各監察対象機関においては、既存システムの活用によりセキュリティポリ

シーの範囲内で外出先からのメール閲覧等が行われていた。 

東北運輸局においては、出張時等における監査の効率化の観点から、自動車

交通部自動車監査官に職場ＰＣの遠隔操作が可能なタブレット端末１台を導

入する予定としていた（平成３１年度稼働予定）。 

 

ⅱ）テレワーク 

 

関東地方整備局においては、男女を問わず育児・介護に関する制度を利用し

ている本局職員を対象としたテレワークの試行を年度内に実施することとし

ていた。（推奨事例参照） 

 

エ 資料の整理 

 

全ての監察対象機関において、部や課の職員が共有できるドライブを設置す

るとともに必要な情報について確認しやすいよう分類（係、役職、業務項目別等）

し管理することとしていた。 

 

オ 会議の効率化 

 

全ての監察対象機関において、会議・打合せ等の効率化が図られるようガイド

ラインを定めていた。 

東北地方整備局においては、会議の廃止・統合について平成２１年度より継続
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的に取り組んでいるところ、「ＷＬＢ推進のための重点的取組（平成３０年度）」

（平成３０年６月）に「テレビ会議の活用等による業務の効率的な執行」をテー

マの一つとして取り上げ積極的に活用を図ることとしていた。平成２８年度に

は２９の会議等を、平成２９年度は新たに２９の会議等をテレビ会議化してい

た。今後は対面により意見交換・情報伝達等を行う必要があるもの以外について

は、可能な限りテレビ会議の活用を図ることとしていた。 

東北地方整備局青森河川国道事務所においては、会議の効率化に資するよう、

管内で一番遠方の八戸国道出張所にＴＶ会議システムを導入していた（平成２

９年度より）。 

中部地方整備局においては、会議の効率化の観点から平成３０年２月より整

備局全体で「ＷＥＢ会議システム MeetingPlaza」（全事務所・管理所で使用可能）

を導入し、自席ＰＣやスマートフォンから会議や打ち合わせ等の実施を可能と

していた。（推奨事例参照） 

 

カ 会議のペーパーレス化 

 

東北地方整備局においては、入札・契約手続運営委員会や技術審査会等でタブ

レットを利用したペーパーレス会議の活用を開始していた（平成３０年度より）。

会議開催の際には職員の負担を軽減するため、ＳＥも設営・利用支援を行ってい

た。 

関東地方整備局横浜庁舎においては、無線ＬＡＮを整備し、自席ノートパソコ

ンの持ち込みによるペーパーレス会議を実施していた（平成２６年度より）。（推

奨事例参照） 

中部地方整備局においては、ＷＥＢ会議システムの導入によりペーパーレス

化を図ることとしていた。このほか、局部長会資料、港湾幹部会資料及び入札契

約手続運営委員会資料等についてタブレットＰＣによる説明を基本としていた。 

中国地方整備局においては従前よりペーパーレス化に取り組んでいるところ、

情報漏洩防止及び経費節減の観点から事務所の入札・契約手続運営委員会にペ

ーパーレス会議システムを導入し（平成２７年度より）、管内各事務所に実績の

横展開を図っていた（平成３０年８月末現在２０事務所中１１事務所で実施済

み）。 

関東運輸局においては、局内会議全般において、資料枚数を制限することによ

り、業務の簡素化に努めていた。 

 

２） 超過勤務縮減に関する取組 

注：国土交通省取組計画Ⅱ１（２）(２)-２①超過勤務の縮減 
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「「超過勤務の縮減に向けた当面の取組について」（平成 22 年 5 月 12 日大臣官房長通知）で設定した月６０

時間、週２０時間の上限目安時間を念頭に、適正な勤務時間管理の徹底、業務の簡素・合理化を進める」 

 

全ての監察対象機関において、上記大臣官房長通知の趣旨を踏まえ、適正な勤務

時間管理の徹底、業務の簡素・合理化を進め、特に超過勤務時間が１ヶ月につき８

０時間を超える職員がいる場合、当該職員名、超過勤務時間数、理由等を局内の会

議等で共有・確認することとしていたほか、職員の勤務状況の的確な把握と超過勤

務の縮減のため、職員が正規の勤務時間外に業務を実施する前に、退庁予定時間、

理由等を所属長に報告することを徹底する取組を行っていた。 

東北地方整備局においては、超過勤務時間が多い職員が所属する事務所長には、

直接局長が電話をして超勤理由・原因・改善策等の聞き取りを行うこととしてい

た。 

関東地方整備局においては、管理職員が超過勤務状況を適時把握できるように

するため、超過勤務事前・事後確認様式に「週累計時間」「月累計時間」等を記入

する欄を設けるとともに、「勤務時間管理システム」の活用により、所属職員毎に

超過勤務や年次休暇の実績データを一覧できる体制を確保していた。 

中部地方整備局においては、超過勤務縮減に関し局部長会等において「業務平準

化の観点から、各職員の業務の状況について個別に把握・対応すること」「２ヶ月

６０時間超え見込みの職員については月半ばで把握・対応すること」などの具体的

な指示が出されていた。また、管理職員は部下職員の超過勤務や休暇取得の状況を

把握することに努めるとともに、超過勤務の多い又は休暇取得の少ない職員につ

いては、業務の進め方に問題がないか当該職員と話しあうこととしていた。また、

特に本省対応が集中する道路・河川事務所の計画ラインなど恒常的に超過勤務が

多い職員に対し、事務所長等は、仕事の進め方を聞き取りの上、細かな指導により

改善点を見出すこととしていた。 

中部地方整備局名古屋港湾事務所においては、毎月の超勤時間を前年度同時期

以下に抑えることを目標とし、超過勤務実績のとりまとめの際、前年度同時期と比

較できるようにしていた。 

中国地方整備局においては、毎年度「超過勤務縮減のための重点的取組事項」を

本局各部・管内各事務所単位で定め、超過勤務縮減策を中心とした業務改善に資す

る具体の取組について情報共有・横展開していた（平成２５年度より）（推奨事例

参照）。 

東北運輸局においては、「働き方改革」の推進に向けた各所属からの提案により

表彰規定を作り、平成２９年度は「マニュアル作成による業務改善と効率化」、「部

署を超えた業務支援による作業時間の短縮と業務の効率化」、「障がいを持った職
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員への対応と、バリアフリー実現のための職場環境の改善」に貢献した職員３名を

表彰し、他の職員の業務効率化等への意識向上を図っていた。 

関東運輸局においては、一週間単位で各所属課員の在庁時間を確認し、状況に応

じて対象職員への面談実施、業務量の平準化、分散化を図っていた。 

中国運輸局においては、超過勤務が月６０時間を超えた職員には、所属長及び担

当課長と三者面談を行い、健康管理及び業務の平準化に配慮することとしていた。 

 

３） 休暇取得促進に関する取組 

注：国土交通所取組計画Ⅱ１(２)(２)-２② 休暇の取得促進 イ 年次休暇の取得日数の目標「職員１人あたり

の年次休暇の取得日数を、平成３２年度までに１５日にすることを目標とする」 

 

全ての監察対象機関において、休暇の目標取得日数についてイントラネットへ

掲載のほか各種会議において管理職員へ周知していた。また、事務連絡等により、

おおむね３ヶ月毎の休暇取得予定表の通年での作成、月に１日以上の「ポジティ

ブ・オフ」の取得推進、所属長による業務情報の共有・業務分担の工夫などととも

に、管理職員による積極的な休暇取得推進等により職員が休暇を取得しやすい環

境の整備に努めていた。 

東北地方整備局においては、休暇取得日数の少ない職員に対しては所属長を通

じて取得を促すとともに業務進捗等の状況確認も行うこととしていた。 

中部地方整備局においては、記憶に残りやすいインパクトのあるキャッチフレ

ーズを用いた連続休暇取得キャンペーン（「春ＳＵＮ３キャンペーン」「ＧＯ５サマ

ーキャンペーン」）をＧＷ及び夏季に行い、一週間以上の連続休暇の取得促進を図

るよう管理職員に対し指導していた。（推奨事例参照） 

中部地方整備局名古屋港湾事務所においては、週１回開催する所内幹部連絡会

で、資料に事務所目標「１ヶ月１日以上かつ年間１５日の年休取得」を常時記載す

ることとしていた。 

関東運輸局においては、年間１５日の年次休暇取得目標について、「月１日以上

の年次休暇取得」、「前年比プラス２日の年休取得」といった具体的な目標を掲げ、

管理職員から部下職員に休暇取得推進を促していた。 

 

（２） 育児・介護等と両立して活躍できるための改革に関する取組 

注：国土交通省取組計画Ⅱ２(１)② 育児休業、休暇等の取得の推進 ウ 育児休業の取得率、配偶者出産休暇

及び育児参加のための休暇の取得日数の目標「男性職員について育児休業を取得した職員の割合を、平成３２

年度までに１３％以上とする。また、男性職員の配偶者出産休暇、育児参加休暇について、平成３２年までに

両休暇合計５日以上の取得を目指す」 
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１） 男性の家庭生活への関わり推進に関する取組 

 

全ての監察対象機関において、イントラネットに育児休業、配偶者出産休暇、育

児出産のための休暇等のほか「すくすく育児帳」等の制度を掲載し、周知に努めて

いた。このほか、出産が予定されている職員（本人及び配偶者）に対して「両立支

援ハンドブック（人事院作成）」を配付していた。このほか、新規採用職員研修に

おいて「ワークライフバランス」に関するカリキュラムのなかで、男女問わず仕事

と家庭の調和を図ることの重要性について認識させることとしていた。 

中部地方整備局においては、結婚～妊娠中～子の就学までのライフタイムイベ

ント別に活用可能な制度について、給与に影響する／しない／共済組合短期給付

等といった、職員が特に関心の高い視点によりわかりやすい形で整理した「結婚、

出産、育児中の休暇等一覧」を作成し、イントラネットに掲載していた。（推奨事

例参照） 

中国地方整備局においては、子育てを行う男性職員については、フレックス勤務

を推奨するほか、急な休暇の申出にも対応できるよう、できる限り一人だけの業務

をなくし全体でカバーできるような体制をとることとしていた。 

 

２） 子育てや介護をしながら活躍できる職場に関する取組 

 

全ての監察対象機関において、両立支援制度の利用と育児休業復帰後の支援等

の制度をイントラネットに掲載していたほか、育児休業中職員への局内報の送付

など職場情報を提供することで円滑に業務復帰できるよう配慮していた。また、出

産又は配偶者出産予定の職員から育児休業等の申し出があった際、所属の管理職

員と総務部人事課の間で情報共有を行うよう努め、職場に欠員が生じないよう、代

替職員の採用手続きを行っていた。 

東北地方整備局においては、ＷＬＢ推進強化月間中、管理職員自らが「自分や部

下職員の仕事と生活の両立を理解する上司である」ことを部下職員に対して宣言

する「イクボス宣言」を行うなど、男性職員が育児休業等を取得しやすい環境作り

に取り組んでいた。（推奨事例参照） 

関東地方整備局においては、仕事と介護を両立して活躍できる職場環境整備の

推進に資するよう、平成３０年度の強化月間の取組の一つとして「仕事介護の両立

セミナー」を開催し、家族等の介護に直面したときの対応、介護保険サービスの利

用等に関する知識・情報の提供を行っていた（全職員が対象：参加人数 70 名）。 

東北運輸局宮城運輸支局においては、管理職員は所属職員の家庭の状況把握に
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努めることとし、該当する職員には「職場全体で対応する」ことを本人に伝え、不

安を払拭するよう努めることとしていた。 

関東運輸局においては、育児休業中の男性職員の育休取得体験記を職員向け情

報誌に複数回に渡り掲載し、他の職員への意識の啓発を図っていた。 

 

３） その他の次世代育成支援対策に関する取組 

注：国土交通省取組計画Ⅱ２(４)③ 子どもたちの体験活動等の支援 

「夏休み時期等の霞ヶ関見学や施設見学等、各機関でその業務の特性に応じて広く社会を知る体験活動の機

会を提供する」 

 

全ての監察対象機関において、管内における出前講座や現場見学会等の参加型

イベントを開催していた。 

各地方整備局においては、子供たちに建設業への関心や防災への取組等の理解

を深めてもらうため、小・中学生向け出前講座の開設、親子を対象とした現場見学

会、防災イベント及び建設機械展示会を開催していた。 

各運輸局においては、自動車検査・登録業務について幅広く理解してもらうた

め、小・中学生を対象に運輸支局や自動車検査登録事務所の施設見学会の実施のほ

か、海事産業の人材確保や海事思想の普及の観点から子供たちを対象とした海洋

学習を通じた体験型プログラム、海事施設の見学会を実施していた。 

東北地方整備局青森河川国道事務所においては、工業高校・工業高等専門学校か

らの職場訪問要請を積極的に受け入れ、学生が将来の進路選択を考えるうえで国

土交通省がどのような職場なのか、その雰囲気を直接感じてもらえるようにして

いた。このほか工業高校等へ職員（卒業生である現役の技術系職員）を派遣し、業

務説明や「建設業の魅力」出前講座の開催など仕事の魅力の発信を行っていた。 

中国地方整備局においては、管内各事務所において、国土交通省の業務を身近に

感じてもらえるよう、親子を対象とした現場見学会、防災イベント及び建設機械展

示会を開催していた。また、土木に興味を持ってもらうよう高専生や高校生を対象

とした現場見学会・意見交換会等を開催していた。 

沖縄総合事務局開発建設部において平成２９年に開催された「やんばる９ダム

スタンプラリー」では２,３７０名が参加し、９ダム達成者は５１６名（約２２％）

であった。アンケート結果によると、県内中南部及び県外在住の参加者が９割を占

め、また、ダムだけではなく周辺観光施設に立ち寄った参加者が７割あったことか

ら、水源地域と中南部地域との交流・連携が図られるなど、地域活性化に寄与する

ところであった。 

東北運輸局においては、国土交通Ｄａｙ（７月１６日）に、小学生親子を対象と
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した仙台地区の国土交通省関係施設の見学ツアーを開催し、子供たちが国土交通

省の仕事を知る機会を設けていた。 

沖縄総合事務局運輸部においては、海事産業への関心や興味を持たせることを

目的とした見学会や高齢者・障害者の疑似体験を経験できるバリアフリー体験教

室を開催するなど、子供たちが広く社会を知る体験活動の機会を提供していた。 

 

（３） 女性の活躍推進のための取組 

 

１） 女性採用の拡大への取組 

注：国土交通省取組計画Ⅲ１ 女性の採用の拡大「毎年度、国家公務員採用試験からの採用者に占める女性の

割合及び国家公務員採用総合職試験からの採用者に占める女性の割合をそれぞれ３０％以上とするよう努め

る」 

 

全ての監察対象機関において、公務に期待される能力を有する優秀な女性を幅

広く採用できるよう、採用パンフレットで女性職員を紹介するとともに、業務説明

会等に女性職員を派遣し、女性ならではの視点から働きぶりの説明や仕事とプラ

イベート・子育てとの両立について紹介、あるいは実際に子育てをしながら働いて

いる女性職員との意見交換会を実施するなど、女子学生の持つ不安解消に取り組

んでいた。 

女性の技術系職員の採用については、国家公務員採用試験の技術系の合格者に

占める女性の割合が低いことに鑑み、大学生だけでなく、中・高校生に対する働き

かけが重要と認識していた。 

東北地方整備局においては、中学生（男・女）を対象とした職場体験「体験型職

場学習」を開催。進路の岐路に立つ若い世代に建設現場の機器や材料に触れてもら

うことで建設業への理解を深めてもらい、女子学生が無意識に持つ工業系高校へ

の垣根を下げる一助となる取組を行っていた。 

また、平成２９年度からは（公財）東北活性化研究センターが主催する中学生の

自主職場体験の受入を開始し、土木をはじめとした工業が社会生活に必要不可欠

であること、土木もＩＴ化が進み多くの女性技術者が活躍している業種であるこ

とをアピールし、男女を問わない将来の職業の選択肢であることを印象付けてい

た。 

中国地方整備局においては、理工系大学を志す女性を増やす取り組みとして以

下を実施していた。 

・女性も含め整備局の事務に関心を持ってもらえるよう、小中学生を対象とし

た出前講座や現場見学会等を実施。 
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・整備局の女性技術職員の活躍についての理解が促進するよう、「くらしてミー

ティング」にて、女子学生を対象に自治体、建設業等と連携し、産・官・学に

よる意見交換会、現場見学会などを実施。 
東北運輸局においては、技術系職員の採用に関し、管内６県の大学、高専、高校

を訪問し、独自に作成した資料を使い、進路指導担当職員等への業務説明とＰＲを

実施していた。（平成２９年度は計２４校を訪問） 

中国運輸局においては、技術系職員の採用について本局技術系部門が、工業高校

や理工系大学にリクルート活動を実施し、女性職員の採用を積極的にＰＲするこ

とを検討していた。また、大学等の要請により業務説明会に参加する際、技術系職

員採用向けパンフレットを用いることにより、より専門業務に特化したＰＲ活動

を行っていた。（推奨事例参照） 

沖縄総合事務局運輸部においては、自動車技官及び船舶技官採用に向け、県内の

大学及び工業高校（計４校）の進路指導担当職員に対する採用活動を実施していた

（平成２９年度より）。 

 

２） 女性の登用目標達成に向けた計画的育成への取組 

注：国土交通省取組計画Ⅲ２ 女性の登用目標達成に向けた計画的育成「平成３２年度末までに、地方機関課

長・本省課長補佐相当職の女性職員割合を５.４％以上とするよう努める」 

 

監察対象機関の多くにおいて地方機関課長相当職における女性職員の割合が低

く、役職段階が上がるにつれて男女の登用に差が生じていたところ、「発令年齢構

成上女性職員の割合が低いこと」並びに「育児・介護等を女性が負っている比率が

高いこと」との分析に基づき、各機関とも、女性職員の積極的な採用、男女で偏り

のない職務経験の付与及び意識啓発の継続が重要と認識していた。 

 

① キャリアパスにおける転勤の在り方について 

注：国土交通省取組計画Ⅲ２(１)③ 転勤の可否が登用に及ぼす影響の排除・縮小「キャリアパスにおける転

勤の在り方について検討を行う。その際、出産・子育て期等の前後に転勤等をさせて必要な職務経験を積ませ、

登用に向けた育成を行うなど、複線的な育成を行うことを検討する」 

 

東北地方整備局においては、「東北地方整備局港湾空港関係人材育成委員会」

等においてキャリアパスの考え方を策定し局幹部の共通認識を図るとともに、

女性職員について本人の希望や家庭の事情等も考慮し、最終的にどの役職まで

登用するかも含めた長期的計画と人事配置を行うこととしていた（港湾空港部）。 

中部地方整備局においては、幹部より、女性のキャリアパスや転勤の在り方に
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関し、「本人のライフステージの事情に配慮しながら広範囲のパスを示していき

たい」「ロールモデルとなるようなメンターを早期に育成する必要もある」との

発言があった。また、登用に関しては「女性の登用を今後積極的に行っていくの

で、希望する部下職員の状況把握や人材育成に努めること」との方針が示されて

いた。 

中国地方整備局においては、若年期、育児期、子育て終了期等のライフステー

ジを考慮しながら、また女性職員の声をはじめ人事評価や管理職・上司等からの

情報も重視しながら女性三割世代の育成方針を策定することとしていた。また、

登用に関しては「ライフステージ毎に最適な形で、必要となる職場経験を積ま

せ、子育て期が一段落ついた後にも本人が望む場合にはキャリアアップの機会

があることを、女性職員一人一人にあらかじめ伝えておくことが必要。」との幹

部からの発言があった。 

 

② 管理職員の意識改革に資する研修の実施 

注：国土交通省取組計画Ⅲ２(２)管理職員の意識改革「女性職員登用の拡大に向け、管理職員向けの啓発活動

として研修を実施するなど、管理職員の意識改革を図る」 

 

東北地方整備局においては、幹部職員の「イクボス宣言」、ＷＬＢに関する講

習会や取組の内容を通じ、労働力不足の中で仕事と育児を両立しなければなら

ない職員が増加していることの周知、育児中の女性職員との意見交換等により、

能力ある女性職員であっても育児・介護に時間を割かねばならない場合がある

ことを管理職に理解させることとしていた。 

関東地方整備局においては、管理職員の意識高揚のため、人事院関東事務局主

催の女性職員登用推進セミナーに人事担当職員を派遣していた。 

関東運輸局においては、人事評価の評価者に「働き方改革と女性活躍、ＷＬＢ

推進に係る管理職員向けｅラーニング」を受講させていた。 

 

③ 女性職員のキャリア形成支援、意欲向上 

注：国土交通省取組計画Ⅲ３女性職員のキャリア形成支援、意欲向上「育児しながらのキャリアアップが困難

等との理由から、女性職員の意欲が低下し、管理職への登用を望まない場合があると指摘されていることから、

女性職員のキャリア形成支援及び意欲の向上を図る」 

 

各監察対象機関において、地域や各機関の実情を踏まえた実効性のある取り

組みを継続していくこととしていた。 

国土交通大学校においては、幹部職員から、「今後、女性の研修員が増加する
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ことを想定した研修の方法等について検討する必要がある」との発言があった。 

東北地方整備局においては、女性職員の登用を進めるため、女性配置ポストの

固定化にならないよう男女の偏りなく職務経験を付与させ、効率的な人事配置

に努めることとしていた。このほか、所属長をはじめとした管理職に対し、若手

職員とのコミュニケーションを積極的に図り自身のノウハウを継承するなど、

幅広い知識習得に関する取組を行うよう総務部長・企画部長が所長連絡会等の

機会に口頭で伝えていた。 

中国地方整備局においては、本局主催で「行政実務（事務）検討会」を毎年度

１回開催し、所掌事務の実務に関して検討した成果を発表する機会を与えるこ

とで、女性も含めた若手職員の行政実務に関する意識の高揚、プレゼン能力の向

上等スキルアップの一助としていた。また、松江国道事務所においては、毎月１

回各課の業務内容・成果等を提供する「10 分間講座」を開催し、特に若手職員

に積極的参加を呼びかけていた。 

東北運輸局においては、女性三割世代の職員について将来の東北運輸局を支

える重要な世代と考え人材育成に力を注ぐこととし、「東北運輸局人材育成ハイ

ブリッド戦略」を策定し、若手職員に組織横断的な教育を実施していた（平成２

８年度より）。 

中国運輸局においては、男女問わず若手職員に対して、所掌外業務の事前座学

に加え、現地研修を通じて知見を一層深め、意識・仕事の両改革を進めるための

豊かな思考力を育てることを目的として「若手職員ステップアップ研修」を実施

するとともに、近年、係長への昇任ペースが速い傾向があることから、採用後間

もない職員について可能な限り複数の職務を経験させる人事異動に配慮してい

た。 

 

④ その他女性の活躍推進のための取組 

 

東北地方整備局においては、女性技術系職員の職場環境をより良くするため

「とうほく女性技官の会」を開催し（平成２９年より）、下記の効果が報告され

ていた。 

・先輩女性職員との意見交換が若手女性職員の職務への意欲向上につながっ

た。 

・女性技術系職員相互のネットワークが構築され、相談しやすい環境の整備が

図られた。 

関東地方整備局においては、管内事務所に民間施工会社等との連携により「東

京外環プロジェクト・女性技術者の会」を設立し、現場見学会・意見交換会を開
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催していた（平成２８年より）。このほか、事務所・出張所係長級女性職員を対

象とした「女性管理職等による講演会（及び座談会）」を開催し、「係長としての

やりがい」「今後のキャリア形成」に関してフリートークを行い、女性職員同士

の意見交換会、情報交換を行っていた（平成２９年度）。 

中部地方整備局においては、女性職員が抱える悩みや相談事について、外部の

女性カウンセラーへのメール相談を行うことが可能な体制としていた。このほ

か、女性職員と名城大学の女子学生が参加した（一社）土木技術者女性の会中部

支部により、木曽川下流管内において交流視察会を行っていた。 

中国地方整備局においては、女性技術職員の活躍についての理解が促進する

よう、「くらしてミーティング」にて、女子学生を対象に自治体、建設業等と連

携し、産・官・学による意見交換会、現場見学会などを実施していた。 

沖縄総合事務局南部国道事務所においては、事務・技術、男女の偏りなく職務

経験を付与させることとしていた。（推奨事例参照） 

 

３） ＷＬＢの基本的考え方の周知・取組体制の状況 

 

① 職員にＷＬＢの重要性を認識させるための取組状況 

 

全ての監察対象機関において、育児・出産に関する制度や家庭と仕事の両立に

関する各種情報をとりまとめたポータルサイトをイントラネットに設置すると

ともに、ＷＬＢの重要性に関する局長等のメッセージを全職員に周知していた。 

国土交通大学校においては、研修施設であることの特性を活用し、大学校内で

開催される各種の研修に職員を聴講させるという独自の取組を行っていた。 

中部地方整備局においては、ＷＬＢに関する意識改革を図るため、外部コンサ

ルタントの活用の一環として全職員を対象とした「働き方改革セミナー」を開催

していた（平成２９年度）（推奨事例参照）。 

中国地方整備局においては、全職員を対象としたＷＬＢ講習会（外部講師）を

実施していた。遠方事務所の職員には配信によりＴＶやＰＣで当日視聴できる

ようにするとともに、当日参加・視聴できなかった者に対して録画ＤＶＤの貸出

を行っていた。 

中国地方整備局松江国道事務所においては、近隣四事務所合同で、ワーキング

マザーに造詣が深い民間企業の代表を講師に招いたＷＬＢ講演会を開催し８５

名が受講していた（平成２９年度）。 

東北運輸局においては、独自に作成している「職場の健康づくりハンドブッ

ク」にＷＬＢに関する内容を盛り込むことで取組促進の一助としていた。 
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中国運輸局広島運輸支局においては、支局職員の公募により支局独自の「標

語」を選定、その標語をチラシやラベルとして作成することによって、職員にＷ

ＬＢの認識、啓発を行う取組を行っていた（例：「家族の笑顔も仕事のうち」）。 

 

② 管理職員がＷＬＢの重要性を認識するための取組状況 

 

全ての監察対象機関において、ＷＬＢと業務改善は車輪の両輪であるとの認

識について局長自らが会議等の場で幹部職員へ訓示や直接指示するなど、幹部

職員の意識改革に取り組んでいた。 

東北地方整備局においては独自の「ＷＬＢ推進のための重点的取組」を策定

し、毎年度改正していた（ほか関東・中部・中国の各地方整備局においても実施）。 

関東地方整備局においては、管理能力向上研修（初めて管理職になった者が対

象）においてＷＬＢの講義を組み入れ、管理職層の意識啓発を図ることとしてい

た（平成２８年度より）。 

関東運輸局においては、人事評価の評価者となっている管理職員に対し、「働

き方改革と女性活躍、ワークライフバランス推進に係る管理職員向けｅラーニ

ング」の受講を義務付けていた。 

 

③ ＷＬＢの推進体制の状況 

 

全ての監察対象機関において、「女性職員活躍・ＷＬＢ推進担当官」として課

長クラスを指名し、取組計画の積極的推進を図っていた。 

関東地方整備局においては、ＷＬＢ推進に向けた業務執行体制等の検討や超

過勤務縮減に向けた取組を様々な観点から横断的に検討できるよう、各事務所

の副所長を事務・技術問わず「ＷＬＢ推進担当官」に任命していた（平成２９年

度より）。（推奨事例参照） 

中国運輸局においては、業務マネジメントの改革については、局長を本部長と

した「ＫＡＩＺＥＮ１０推進本部」を設置し、総務部総務課長及び関係部門の担

当課長を審査員に任命することにより、業務全般に関する提案、改善意見を反映

しやすくする体制を整えることで、より実効性のあるＷＬＢ推進のための組織

体制の整備を図っていた。 
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【参 考】 

国土交通省取組計画において、それぞれ数値目標のある取組について、今年度監察対

象機関（沖縄を除く）の状況は以下のとおり。 

 

（１）超過勤務の縮減（平成２９年度） 

【省取組計画上の目標：平成３２年度までに週２０時間超の職員割合０％】 

○職員一人あたり１ヶ月の残業時間 

      ・地方整備局等（５機関）平均 ２２時間 

      ・地方運輸局（３機関） 平均 １３時間 

               （８機関平均 １９時間） 

   ※最少は８時間、最大は２８時間であった。 

 

 

（２）休暇取得の促進（平成２９年） 

【省取組計画上の目標：平成３２年までに１５日】 

○職員一人あたり取得休暇日数 

      ・地方整備局等（５機関）平均 １４日 

      ・地方運輸局（３機関） 平均 １３日 

               （８機関平均 １４日） 

※最大は国土交通大学校の１８日。 

 

 

（３）男性職員の出産・育児休暇取得（平成２９年） 

 ① 育児休業の取得率 

【省取組計画上の目標：平成３２年までに１３％以上】 

  ○取得者数／取得対象者数 

      ・地方整備局等（５機関）平均 ５.２％ 

      ・地方運輸局（３機関） 平均 ３.０％ 

（８機関平均 ４.４％） 

※２機関において取得者数の該当がなかった。 
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  ② 配偶者出産休暇＋育児参加休暇取得日数(平成２９年) 

【省取組計画上の目標：平成３２年までに合計５日以上】 

  ○取得休暇日数の合計／取得対象者数    

      ・地方整備局等（５機関）平均 ３.３日 

      ・地方運輸局（３機関） 平均 ３.４日 

               （８機関平均 ３.３日） 

※中部地方整備局では取得対象者２９名中１０名が合計５日以上取得。 

 

 

（４）女性職員の採用・登用 

① 新規採用職員における女性割合(平成３０年度) 

【省取組計画上の目標：毎年度３０％以上】 

      ・地方整備局（４機関(注)）平均 ２７.０％ 

      ・地方運輸局（３機関）(注)平均 ２５.８％ 

（７機関平均 ２６.５％） 

(注)国土交通大学校を除く。 

※採用辞退者があったため３０％を下回った機関があった。 

 

 

② 地方機関課長、本省補佐相当職における女性割合（平成３０年）(注) 

【省取組計画上の目標：平成３２年度末までに５.４％以上】 

      ・地方整備局等（５機関）平均 ２.９％ 

      ・地方運輸局（３機関）  平均 ４.２％    

（８機関平均 ３.４％） 
 (注)平成３０年 7月 1日現在。行(一)のみ、一種・総合職・再任用（フル・ハーフ）を除く５ 

G 及び６G女性職員数を集計 

※全体として実績値が低い水準にとどまっていた（２機関のみ６％超（6.9%、6.3%））とこ

ろ、母数としての女性職員数が少ないことが要因の一つであることから、各機関とも将来

にわたってこれを是正するため、まずは係長級の育成に重点をおくこととしていた。 

 

 

  



- 24 - 

２． 提示意見 

 

監察結果を踏まえ、国土交通省取組計画に数値目標のある項目に関し、更なる推

進を図る必要がある項目はもとより、概ね目標を達成している項目についても今後

も継続した取組を期待することから、必要な意見を提示する。 

 

（１）超過勤務縮減に関する取組 

超過勤務の事前確認について、所属長は案件及び目安時間の確認はもとより、当該

案件の進捗状況の管理も可能とするよう、部下職員の業務遂行状況を常に把握する

とともに、特定の職員に業務負荷がかからないよう必要に応じて業務量の平準化を

図るよう努めること。 

 

（２）業務改善の更なる推進  

他機関の好事例も参考とし、業務改善の推進に努めること。（会議の効率性の向上、

資料作成の省力化、ペーパーレス化の推進、多様なテレビ会議の実施、テレワークの

試行等） 

 

（３）休暇の取得促進に関する取組 

取得状況の見える化等の工夫、休暇取得日数の少ない部署や職員の業務状況等の

分析など、目標達成に向けた取組を推進すること。 

 

（４）男性職員の育児休業、配属者出産休暇及び育児参加休暇の取得促進 

男性職員が育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成を図るため、職員本人をはじ

め、幹部職員・管理職員に対する更なる意識の啓発に取り組むこと。 

 

（５）女性の採用拡大の取組（技官採用に向けた取組） 

技術系女性職員の採用数を増やすため、関係府省と連携して理工系大学を志す女

性を増やす取組を強化するなど、きめ細やかな広報活動の実施に努めること。 

 

（６）女性の登用目標達成に向けた取組 

事務・技術、男女の偏りのなく職務経験を付与させるとともに、女性を含めた若手

職員の効率的な人事配置に努めること。 
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３． 推奨事例 

 

（１）働き方改革の取組の状況 

 

１）業務改善に関する取組 

 

①業務プロセスの改善に向けた取組  

 

【テレワークの試行（関東地方整備局）】 

 

関東地方整備局本局においては、男女を問わず育児・介護に関する制度を利用して

いる本局職員を対象としたテレワークの試行について、平成３０年１１月「関東地方

整備局テレワーク試行実施要領」を策定し、１２月から本局に勤務する係長級以下の

職員で育児中の職員による試行を開始していた。 
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②業務効率化の工夫に関する取組 

 

【業績評価目標事例集の活用（関東地方整備局）】 

 

超過勤務縮減などの生産性の向上（効率的な業務運営）及びワークライフバランス

に資する取組等改善目標を人事評価の目標設定に反映することとし、具体的な目標

設定の仕方がイメージできるよう「業績評価目標事例集」を作成・配布していた。 

 

 

 

 

  



- 27 - 

ア 資料作成業務の効率化 

 

【プレスリリースマニュアル（東北運輸局）】 

 

東北運輸局の各種施策について、適切かつ効率的に広報活動を行うため「東北運輸

局プレスリリースマニュアル」を局内イントラネットに掲載し、広報担当部署と各課

との役割分担や必要書類を明確にしていた。 

プレス作成担当者が異動等で替わった場合でも、マニュアルを見ながら説明する

ことで、プレスの投げ込みまでの一連の流れについて理解・共有が可能であることか

ら、広報担当にとって業務の効率化につながっていた。 
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オ 会議の効率化 

 

【「ＷＥＢ会議システム MeetingPlaza」の活用（中部地方整備局）】 

 

会議の効率化の観点から平成３０年２月より整備局全体で「ＷＥＢ会議システム

MeetingPlaza」（全事務所・管理所で使用可能）を導入し、自席ＰＣやスマートフォ

ンから会議や打ち合わせ等の実施を可能としていた。 

システムの機能としてパワポ、エクセル、ワード等をＰＣ画面上に表示し、参加者

の一人が画面上のパワポをスクロールすると他の参加者の画面上のパワポも同じく

スクロールする等、同期することが可能であり、当該機能によりペーパーレス化の推

進にも寄与している。 

今後ＰＣの機器更新等により、一層の活用推進を図ることとしていた。 

 

 
 

○外部コンサルを活用した働き方改革の取組のメニューの中でブロック別に技術副

所長と WEB 会議を実施したもの。PC 画面上において本局（個室自席）、受注者（自

社）、技副所長（自席）【4 名】の６画面が表示されている。画面上でパワーポイン

ト資料を参加者と共有。 
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カ 会議のペーパーレス化 

 

【無線 LAN の活用（関東地方整備局横浜庁舎）】 

 

関東地方整備局横浜庁舎においては、無線ＬＡＮを整備し、ノートパソコンの持ち

込みによるペーパーレス会議を実施。 

「ノートパソコンを持参する会議」は、以下のとおり。 

・毎週１回程度開催される関東地整の幹部が出席する幹部会（横浜庁舎はＴＶ会

議により出席） 

・毎週１回程度開催される横浜庁舎の幹部が出席する港湾空港連絡会 

・半年に１回程度開催される事務所との事業実施に関する会議 

・その他、横浜庁舎と事務所間で必要に応じてＴＶ会議システムを利用する会議・

打合せなど 

 

○ペーパーレス会議風景(担当者打ち合わせ) 

 

 

○ペーパーレス会議風景(ＴＶ会議併用) 
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２）超過勤務縮減に関する取組 

 

【「超過勤務縮減のための重点的取組事項」の設定（中国地方整備局）】 

 

毎年度「超過勤務縮減のための重点的取組事項」を本局各部・管内各事務所単位で

定め、超過勤務縮減策を中心とした業務改善に資する具体の取組について情報共有・

横展開していた（平成２５年度より）。 

 

 

 

  

１）

２）

３）

４）

５）

１）

２）

３）

４）

５）

所属 重点的取組事項

松
江
国
道
事
務
所

週１日の重点定時退庁日の定時退庁の徹底。
・各課において重点定時退庁日を定め、事務所長に報告し、設定日に超過勤務命令を行う場合は、必要性について事前に事務所長、副所長に報告する。
・設定日に定時退庁できない場合は、重点定時退庁日の振替日の設定を行う。

事前命令と事後確認と徹底。
・超過勤務命令の事前命令・事後確認を行う際、管理職は単に命令簿に命令内容の記載、押印をするのではなく、部下職員とのコミニュケーションの場と捉え、
業務の進捗状況、健康状態など会話をするよう心がける。
・直接、事前命令が出来ない建設監督官は、所長・副所長との共有サーバーの時間外勤務記録簿に事前に登録する。
・やむを得ず休日勤務する場合は、所属長（命令権者）が事務所長・副所長に対し、事前に休日勤務の承諾を得る。

超過勤務状況及び定時退庁状況の報告
・月例会（事務所官以上出席）において、各課各出張所の所属別超過勤務時間実績及び定時退庁率の資料を配付し、年度・月毎に数値を比較し、超過勤務縮
減に向け管理職の意識啓発を図る。

決裁時間の省力化。
・供覧文書及び説明を要しない決裁文書は、できる限り電子決裁を活用し、副所長室での決裁は、できる限り３副所長同席で行う。

効率的な業務執行。
・週1回の所課長定例会において、タスクマネジメント報告を行うことにより、計画性を持った業務執行及び情報の共有化を図り、効率的な業務執行を行う。
　①先週のタスク、②今週のタスク、③来週のタスク、中期的な目標　を確認する。所課長定例会のみで終わらせず、課内会議においても各係長等から報告を
行い、情報の共有化を図る。

総
務
部

毎週水曜日を総務部一斉定時退庁とし、一月にその月のいわゆる定時退庁日の日数以上の日数の定時退庁を行う。
課室単位で、月に１回以上の独自の定時退庁日（「残業ゼロの日」）設定し、定時退庁を行う。

「週１日重点定時退庁日」を各課毎に設定・宣言する。
管理職は、重点定時退庁日には、アウトルックのスケジュール登録を活用し、周知と定時退庁予定者の把握に努める。（自動メール送信、受信者の受信確認
（承諾）の機能を利用する。）

平成２９年度における超過勤務縮減のための重点的取組事項(H29.4～H30.3)

所属 重点的取組事項

管理職は、職員が月１日以上のポジティブ・オフ休暇の取得、ゆう活やプレミアム・フライデーを積極的に活用できるよう配慮するとともに、休暇取得の少ない職
員への働きかけを行う。

管理職は、職員自身に向こう2ヶ月の間の業務計画を記載させ、月初めの課内会議で報告させること等により、情報共有を図る。
管理職は、１週間分の所属職員の超過勤務実績について補佐以上と情報共有し、業務平準化等の意識向上を共に図る。

管理職は、長時間超勤が発生した場合、課内の応援態勢を含め、業務の平準化を図り、２ヶ月以上連続した長時間超過勤務者を出さないように取り組む。
また、週休日等に勤務させる場合は必要最小限にとどめることとし、連続して勤務をさせないよう努める。

部内、課内の会議打ち合わせは、緊急の場合を除き、遅くとも１６時までに終了するよう設定する。
また、会議時間は１時間を目安とし、会議資料の事前配布等により会議運営の効率化を図る。
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３）休暇取得促進に関する取組 

 

【キャンペーン名称の工夫（中部地方整備局）】 

 

記憶に残りやすいインパクトのあるキャッチフレーズを用いた連続休暇取得キャ

ンペーン（「春ＳＵＮ３キャンペーン」「ＧＯ５サマーキャンペーン」）をＧＷ及び夏

季に行い、一週間以上の連続休暇の取得促進を図るよう管理職員に対し指導してい

た。 
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（２）育児・介護等と両立して活躍できるための改革に関する取組 

 

 １）男性の家庭生活への関わり推進に関する取組  

 

【「結構、出産、育児中の休暇等一覧」（中部地方整備局）】 

 

結婚～妊娠中～子の就学までのライフタイムイベント別に活用可能な制度につい

て、給与に影響する／しない／共済組合短期給付等といった、職員が特に関心の高い

視点によりわかりやすい形で整理した「結婚、出産、育児中の休暇等一覧」を作成し、

イントラネットに掲載していた。 
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２）子育てや介護をしながら活躍できる職場に関する取組 

 

【「イクボス宣言」（東北地方整備局）】 

 

ＷＬＢ推進強化月間中、管理職員自らが「自分や部下職員の仕事と生活の両立を理

解する上司である」ことを部下職員に対して宣言する「イクボス宣言」を行うなど、

男性職員が育児休業等を取得しやすい環境作りに取り組んでいた。 

・幹部会において局長及び副局長から口頭にて「ＷＬＢ推進強化月間にあたり、私

は部下や自分の仕事と生活の両立を大切にすることを宣言します」と発言。内容

はイントラネットに掲載することで全職員へ周知していた。 

・管内一部の事務所においては、事務所長は自筆署名入りの「宣言書」で宣言し、

また各所属長は席上に「宣言書」を掲示し、所属職員に周知・宣言することとし

ていた。 
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【「育休取得体験記」の掲載（関東運輸局）】 

 

関東運輸局内情報誌において、育児休業中の男性職員の育休取得体験記を複数回

に渡り掲載し、育児休業取得のメリット・デメリットを紹介するなど、他の職員への

意識の啓発を図っていた。 

 

○関東運輸局局内情報誌「新いぶき」340 号（H29.9.25）ほか 
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（３）女性の活躍推進のための取組 

 

 １）女性採用の拡大への取組 

 

【「女性技官採用の工夫」（中国運輸局）】 

 

技術系職員の採用においては、本局技術系部門が、工業高校や理工系大学にリクル

ート活動を実施し、女性職員の採用を積極的にＰＲすることを検討していた。また、

大学等の要請により業務説明会に参加する際、技術系職員採用に特化したブースの

設置及びパンフレットを用いることにより、より専門業務に沿ったＰＲ活動を行っ

ていた。 

○技術系職員採用に特化した大学説明会 

 

○同パンフレット 
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２）女性の登用目標達成に向けた計画的育成への取組 

 

 ④その他女性の活躍推進のための取組 

 

【「事務・技術、男女の偏りのない職務経験の付与」（沖縄総合事務局南部国道事務所ほか）】 

 

（沖縄総合事務局南部国道事務所） 

事務・技術、男女の偏りなく職務経験を付与させるため以下取組を実施していた。 

・事務所主催の新規採用職員研修における現場研修の受講。 

・年度当初に行う管内現地踏査への同行。 

・台風時の防災体制への配置と災害対応。 

・式典やイベントに、スタッフとして積極的に参加させる。 

 

（東北地方整備局） 

女性職員の登用を進めるため、女性配置ポストの固定化にならないよう、男女の偏

りなく職務経験を付与させ、効率的な人事配置に努めることとしていた。 

事務官：内部管理部門だけではなく、公物管理や地域づくり等の部署への配置 

技 官：建設監督官などの施工現場における監督業務への配置 

 

（関東地方整備局江戸川河川事務所） 

特に女性職員や事務官など区別することなく、履行検査及び堤防点検等の業務に

参加させることとしていた。また、採用４年目までの職員（事務・技術）を対象とし

た工事現場研修を行っていた。 

この他、事務所と受注業者で構成する工事安全協議会において、事務所及び受注業

者の女性職員が、工事現場の職場環境改善を図り女性職員が働きやすい環境を作る

ことを目的に合同でパトロールを実施していた。 

 

（中部地方整備局木曽川上流河川事務所） 

女性職員（特に事務系）から、事務所管内の状況や事業について携わることが少な

いという意見もあり、業務の調整を図った上で可能な限り、防災業務や現場にも出ら

れる機会（ダムの現場、管内視察への同行など）をつくっていた。  

 

（中部地方整備局名古屋港湾事務所） 

女性職員（特に事務系）について、防災業務や現場にも出られる機会に配慮し、事

業や現場状況もよく把握できる配置（広報担当）を行っていた。  



- 37 - 

３）ＷＬＢの基本的考え方の周知・取組体制に関する取組 

 

①職員にＷＬＢの重要性を認識させるための取組 

 

【外部コンサルタントの活用（中部地方整備局）】 

 

外部コンサルタントの活用の一環として、本局及び事務所のモデル課中心の取組

を展開したところ(平成２９年度)。 

平成３０年度は当該取組を整備局全体に拡大させることとしていた。 

 

＜概要＞ 

・モデル課：沼津河川国道事務所と本局で河川系と道路系の各１課（計４課） 

・実施内容：キックオフ研修の後、各所属における情報共有等のための朝メール・

夜メールやコンサルタント同席の上での定例会（月１回）、職員のみで実施する

「カエル会議」（月２～４回程度）の実践を踏まえ、最終共有会で結果報告。 

・特に「カエル会議」開催については、当初「意義が分からない」「面倒」「負担が

増える」等の否定的な意見があったが、会議を重ねるにつれコミュニケーション

が取れるようになり、共感できる環境が構築されるようになったとの感想※が得

られていた。 

 

※仕事が忙しいと、各自の仕事で手一杯になり課内職員との会話が希薄になりがち。カエ

ル会議を原則 1週間に 1回開催し、業務課題の抽出や解決のアイデアを出し合う等の意

見交換を行うことで、会話や共感が生まれ、よりコミュニケーションが良くなった。 
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３）ＷＬＢの基本的考え方の周知・取組体制に関する取組 

 

③ＷＬＢの推進体制に関する取組 

 

【副所長全員をＷＬＢ推進担当官に任命（関東地方整備局）】 

 

ＷＬＢ推進に向けた業務執行体制等の検討や超過勤務縮減に向けた取組を様々な

観点から横断的に検討できるよう、各事務所の副所長を事務・技術問わず「ＷＬＢ推

進担当官」に任命していた（平成２９年度より）。 

このメリットとして、「超過勤務縮減について、副所長（事務）のみで調整するの

ではなく、実質の業務ラインの副所長とともに業務平準化・業務改善等の検討及び所

属長との調整がスムーズに実施できるなど、より現実的・効果的な対応ができる。」

との意見がみられた。 
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Ⅱ．コンプライアンスの徹底に関する取組 

 

＜入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底に関する取組 ： 地方整備局、国土交通

大学校、内閣府沖縄総合事務局開発建設部＞ 

 

１． 報 告 

 

以下においては、本省が設定した監察項目（具体的には、平成２９年度定期監察

報告書における提示意見）について、監察対象機関の取組状況の概要について記載

しており、監察対象機関の個別の取組状況については、別添のとおりである。な

お、本報告においては、監察対象機関のうち、地方整備局及び内閣府沖縄総合事務

局開発建設部を「地方整備局等」という。 

 
（１） 講習会等コンプライアンス意識の徹底に関する取組 

 
１） 全職員の講習会等の受講の徹底 

関東地方整備局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部においては、コンプライ

アンス推進計画等において、全職員が年１回は入札契約事務に係るコンプライア

ンス講習会等（コンプライアンス研修、講義、講座、コンプライアンス・ミーティ

ング等各種取組を含む。以下「講習会等」という。）を受講することについて、目

標を設定していなかった。その他の地方整備局等においては、適切に取り組んでい

た。 

全ての地方整備局等において、管内の全職員の講習会等の受講状況を把握して

いた。 

しかし、東北地方整備局においては、講習会等の未受講者がいたため、今後、フ

ォローアップのための具体的な取組をさらに徹底していくことが必要な状況であ

った。その他の地方整備局等においては、未受講者に対して個別に対応して、その

結果、全職員が年１回は講習会等を受講していた。 

 

２） 全職員に講習会等において重点的に伝えるべき事項 

① 全ての職員に自分の身近な問題として認識させるとともに、違法行為を抑止す

る観点からの事項 

東北地方整備局においては、㋐入札談合等に関与した職員に対しては厳正な

懲戒処分、損害賠償請求、刑事処罰等がなされること、及び、㋑自ら望まなくと

も、周囲の状況次第で入札談合等の事案に巻き込まれることがあり得ることに
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ついて、講習会等を通じて全職員を対象に、重点的に伝えているとは言い難い状

況であった。その他の地方整備局等においては、上記㋐及び㋑について、全職員

を対象とする講習会等の資料に盛り込むなどして、重点的に伝えていた。 

全ての地方整備局等において、㋒過去に生じた不祥事事案及び当該事案の要

因・背景については、全職員を対象とする講習会等の資料に盛り込むなどして、

重点的に伝えていた。 

 

② 発注者綱紀保持の徹底及び違法行為の抑止の観点から、外部の者の不当な働き

かけに関する報告のみならず、同一地方整備局等内の他の職員による発注者綱

紀保持規程違反に関する報告に関する事項 

全ての地方整備局等において、㋐発注担当職員に対して同一地方整備局内の

他の職員が機密情報を要求する行為についても、発注者綱紀保持規定違反とな

ること、㋑報告は職員に課された義務であること、及び、㋒報告窓口となる発注

者綱紀保持担当者名・連絡先等に関することについて、全職員を対象とする講習

会等の資料に盛り込むなどして、周知・徹底を図っていた。 

一方で、東北地方整備局においては、㋓報告を怠った場合には処分があり得る

ことについて、講習会等を通じて全職員を対象に周知・徹底を図っているとは言

い難い状況であった。その他の地方整備局等においては、上記㋓について、全職

員を対象とする講習会等の資料に盛り込むなどして、周知・徹底を図っていた。 

 

３） 発注担当職員に対するコンプライアンス意識のさらなる徹底 

全ての監察対象機関において、入札契約事務に関する機密情報を多く保有し、不

当な働きかけを受けやすい発注担当職員に対し特に、コンプライアンス意識の徹

底に繋がるよう注意喚起を徹底していた。 

 
（２） 事業者・ＯＢとの接触・対応に関する取組 

 

１） 事業者等との執務スペースの外のオープンな場所での対応の徹底 

関東地方整備局江戸川河川事務所においては、出張所等において、一人で事業者

等に対応せざるを得ない場合、事前に所属長の承諾を得ていない場合があった。 

また、中国地方整備局松江国道事務所においては、事業者等との応接に使用する

一部の打ち合わせスペースの周囲に業務関係資料等を置いており、また、打ち合わ

せスペースまでの一部の通路にプリンターを置いていた。 

さらに、内閣府沖縄総合事務局南部国道事務所においては、事業者等との応接の

ための一部のカウンター等の近くに、業務関係資料等を置いていた。 
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その他の監察対象機関においては、事業者等との応接に際しては、原則として執

務スペースの外のオープンな場所において複数の職員により対応するなどして、

「発注者綱紀保持規程」等に定められた応接方法の徹底を図っていた。 

 

２） 積算業務、技術審査・評価業務等を担当する課室への自由な出入りの制限 

東北地方整備局青森河川国道事務所においては、積算業務を担当する一部の課

において、執務室に対する事業者等の自由な出入りを制限する掲示が明確にでき

ていなかった。 

その他の監察対象機関においては、積算業務、技術審査・評価業務等を担当する

課室の執務室において、常時、掲示により周知したうえで、執務室に対する事業者

等の自由な出入りを制限していた。 

 

３） 副所長等室の可視化、大部屋化等の推進 

東北地方整備局青森河川国道事務所においては、副所長室の相部屋化を実施し

ていたが、パーティションを設置し、他の副所長から来訪者との対応を十分に視認

できない状況となっていた。 

その他の事務所においては、副所長室の可視化、大部屋化等について、その主旨

を踏まえた取組を行っていた。 

 

（３） 機密情報管理の徹底に関する取組 

 
１） 積算業務と技術審査・評価業務の分離体制の確保 

中部地方整備局本局においては、一部の課において、情報を取り扱う者は異なっ

ていたものの、同じ課内で、積算業務と技術評価業務の両方を取り扱っており、今

後更なる改善が望まれる状況であった。 

また、中部地方整備局木曽川上流河川事務所においては、積算業務と技術評価業

務を行う課が同じ執務室内で隣接し、パーティション一枚のみで仕切られている

状況であった。 

その他の地方整備局等本局及び事務所においては、積算業務と技術審査業務・評

価業務について、取り扱う課室を分離し、同じ者が両方の情報を取り扱わないこと

として、分離体制を確保していた。 

 

２） 「情報管理整理役職表」の適切な更新等の徹底 

① 「情報管理整理役職表」の更新等 

中部地方整備局本局においては、「情報管理整理役職表」をこれまで作成して
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おらず、今年度初めて作成したという状況であった。 

また、関東地方整備局本局及び江戸川河川事務所においては、「情報管理整理

役職表」について、管理すべき情報の種類（予定価格、技術評価点等）及び媒体

（紙文書、電子データ）ごとに、「情報管理責任者」及び「業務上取り扱う者」

を指定する様式としておらず、誰がどの情報を取り扱えるか明確にできていな

かった。 

さらに、関東地方整備局本局及び江戸川河川事務所並びに中部地方整備局本

局においては、積算業務、技術審査・評価業務に携わる一部の者について、「情

報管理整理役職表」に記載していなかった。 

なお、内閣府沖縄総合事務局開発建設部本局及び南部国道事務所においては、

平成２９年度定期監察報告書の提示意見を受けて、速やかに「情報管理整理役職

表」を作成していた。 

その他の地方整備局等本局及び事務所においては、「情報管理整理役職表」に

ついて、適切な様式において、適切に更新していた。 

 

② 本官発注工事に関与する担当事務所職員の「情報管理整理役職表」への明記 

関東地方整備局本局においては、本官発注工事において担当事務所職員が設

計図書の作成に関与している場合において、本局の「情報管理整理役職表」の

「業務上取り扱う者」に一部の当該事務所職員を記載していなかった。 

また、中部地方整備局本局においては、本官発注工事において担当事務所職員

が設計図書の作成に関与している場合において、今年度初めて作成された本局

の「情報管理整理役職表」の「業務上取り扱う者」について、一部記載の誤りが

あった。 

その他の地方整備局等本局においては、本官発注工事に関与する担当事務所

職員を「情報管理整理役職表」に記載していた。 

 

３） 発注事務に関する書類等の管理の徹底 

① 発注事務に関する紙文書 

中国地方整備局松江国道事務所においては、一部の課において、作業途中の積

算資料について、施錠せずに保管していた。 

その他の監察対象機関においては、発注事務に関する紙文書について、施錠の

上保管するなどして、その情報を取り扱う者以外の者が閲覧等できないように

していた。 

 
② 発注事務に関する電子データ 
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東北地方整備局本局においては、技術審査・評価業務を担当する部署におい

て、発注事務に関する電子データについて、アクセス制限のかかったフォルダに

保存していたが、前任者もアクセスできる状況であった。 

また、中部地方整備局本局においては、一部の課において、技術評価を担当す

る者が、積算資料の保存されているフォルダにアクセスできる状況であった。 

また、中国地方整備局松江国道事務所においては、発注担当職員以外の者が、

積算資料の保存されているフォルダにアクセスできる状況であった。 

さらに、内閣府沖縄総合事務局開発建設部本局においては、技術審査・評価業

務に関する電子データについて、技術審査を担当する者が、自ら担当していない

工事の技術資料についても閲覧できる状況であった。また、積算業務に関する電

子データについて、本局・事務所間で受け渡しを行うフォルダにアクセス制限が

かかっていなかった。 

その他の監察対象機関においては、発注事務に関する電子データについては、

サーバー内にアクセス制限のかかったフォルダを作成し、電子ファイルにパス

ワードを設定して管理するなど、その情報を取り扱う者以外の者が閲覧等でき

ないよう制限していた。 

 
４） 事務所、出張所等へ送付される工事の履行確認のために必要な情報の管理の徹

底 

東北地方整備局本局においては、事務所、出張所等に送付される、工事の履行確

認のために必要な情報（技術提案書等）について、担当以外の者も閲覧できる状況

であった。 

また、中国地方整備局松江国道事務所においては、当該情報（技術提案書等）に

ついて、履行確認後、速やかに廃棄しておらず、その点について、中国地方整備局

本局からの指導も十分とは言い難い状況であった。 

その他の地方整備局等本局及び事務所においては、当該情報（技術提案書等）に

ついて、送付に際しては、担当者に直接手渡しする、あるいは、パスワードを設定

したメールにより担当者に送信するなどして、また、管理・処分に際しては、書庫

で施錠して管理し、履行確認後は速やかに裁断処分するなどして、担当外の職員が

閲覧できないようにしていた。 

 

５） 「情報管理責任者」による適切な点検の徹底 

中部地方整備局本局並びに内閣府沖縄総合事務局開発建設部本局及び南部国道

事務所においては、「情報管理整理役職表」を今年度初めて作成したため、「情報管

理責任者」による点検をこれまで行っていなかった。 
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また、東北地方整備局本局及び青森河川国道事務所並びに中国地方整備局松江

国道事務所においては、一部の「情報管理責任者」が、点検すべき項目を誤ってい

た。 

また、関東地方整備局本局及び江戸川河川事務所並びに中部地方整備局木曽川

上流河川事務所及び名古屋港湾事務所においては、「情報管理責任者」が管理すべ

き情報の種類（予定価格、技術評価点等）及び媒体（紙文書、電子データ）が明示

されていない点検表を用いて点検を実施しており、適切な点検とは言い難い状況

であった。 

中国地方整備局本局においては、適切に点検を実施していた。 

 

（４） 応札・落札状況の分析に関する取組 

 
１） 応札・落札状況の分析 

全ての監察対象機関において、応札・落札状況について、平素から継続的に分析

していた。 

特に、東北地方整備局本局においては、本省監察官室の資料を参考に分析の工夫

を行っていた。 

 

２） 年平均落札率の高止まり等の傾向がみられる場合において講ずるべき措置 

中部地方整備局木曽川上流河川事務所においては、年平均落札率が高止まりし

ているなどの状況にあり、その状況を認識していた。しかしながら、競争性を阻害

するような事象を把握し、それに対処するためには、必要に応じ、分析方法の工夫

や競争性の確保に向けた一層の取組を行うことが望ましい状況であった。 

その他の監察対象機関においては、年平均落札率が高止まりしている状況はな

かった。 

 

３） 談合疑義事実処理マニュアルの運用 

全ての地方整備局等本局及び事務所において、談合疑義事実処理マニュアル（平

成２２年９月３０日国地契第３１号別添３等）の運用にあたっては、各地方整備局

等で定めた事務処理手続等に基づき、適切に運用していた。 
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（別添）監察対象機関毎の監察時点の取組状況 

 以下においては、本省で設定した監察項目についての、監察対象機関毎の監察時点の取組状況について記載している。 

      Ａ：取組を行っていた事項 

Ｂ：取組を行っていなかった又は取組が十分とは言い難かった又は取組に更なる工夫の余地があったものの、 

今後改善等を行う事項 

 

地方整備局等 東北地方整備局 関東地方整備局 中部地方整備局 中国地方整備局 
沖縄総合事務局

開発建設部 
国土交通大学校 

監察対象機関 本局 

青森河

川国道

事務所 

本局 

江戸川

河川事

務所 

本局 

木曽川

上流河

川事務

所 

名古屋

港湾事

務所 

本局 

松江国

道事務

所 

本局 

南部国

道事務

所 

小平本

校 

柏研修

センタ

ー 

（１）講

習会等コ

ンプライ

アンス意

識の徹底

に関する

取組 

（※） 

１）全職

員の講習

会等の受

講の徹底 

全職員に年１回以上、講習会等を

受講させることについて目標を設

定 

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ － － － 

全職員の受講状況の把握 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

全職員の年１回以上受講 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

２）全職

員に講習

会等にお

いて重点

的に伝え

るべき事

項 

①全ての職

員に自分の

身近な問題

として認識

させるとと

もに、違法

行為を抑止

する観点か

らの事項 

談合等に関与した

場合の厳正な処分

等 

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

望まなくとも談合

等に巻き込まれる

可能性 

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

過去の不祥事の具

体的要因等 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

②発注者綱

紀保持規程

違反等に関

する報告に

ついての周

知の徹底 

同一地方整備局等

内の他の職員が機

密情報を要求する

行為についても、

発注者綱紀保持規

程違反となること 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

報告は義務である

こと 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

報告窓口 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

報告を怠った場合

には処分があり得

ること 

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 
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地方整備局等 東北地方整備局 関東地方整備局 中部地方整備局 中国地方整備局 
沖縄総合事務局

開発建設部 
国土交通大学校 

監察対象機関 本局 

青森河

川国道

事務所 

本局 

江戸川

河川事

務所 

本局 

木曽川

上流河

川事務

所 

名古屋

港湾事

務所 

本局 

松江国

道事務

所 

本局 

南部国

道事務

所 

小平本

校 

柏研修

センタ

ー 

３）発注担当職員に対するコンプライアンス意

識のさらなる徹底 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

（２）事

業者・Ｏ

Ｂとの接

触・対応

に関する

取組 

１）事業者等とのオープンな場所での対応の徹

底 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ 

２）積算業務、技術審査・評価業務を担当する

課室への自由な出入りの制限 
Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

３）副所長等室の可視化、大部屋化等の推進 － Ｂ － Ａ － Ａ Ａ － Ａ － Ａ － － 

（３）機

密情報管

理の徹底

に関する

取組 

１）積算業務と技術審査・評価業務の分離体制

の確保 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

２）「情

報管理整

理役職

表」の適

切な更新

等の徹底 

「情報管理整理役職表」の更新 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

本官発注工事に関与する担当事務

所職員の情報管理整理役職表への

明記 

Ａ － Ｂ － Ｂ － － Ａ Ａ Ａ － － － 

３）発注

事務に関

する書類

等の管理

の徹底 

発注事務に関する書類等 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ 

発注事務に関する電子データ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 

４）工事の履行確認のために必要な情報の管理

の徹底 
Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ － － 

５）「情報管理責任者」による適切な点検の徹

底 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ － － － 

（４）応

札・落札

状況の分

析に関す

る取組 

１）応札・落札状況の分析の工夫 Ａ Ａ － － － － － － － － － － － 

２）年平均落札率の高止まり等の傾向がみられ

る場合において講ずるべき措置 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

３）談合疑義事実処理マニュアルの運用 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － － 

※：本局については、地方整備局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部管内全体を対象とした。 
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２． 提示意見 

 
本提示意見においては、地方整備局の事務所及び内閣府沖縄総合事務局の事務所

（ただし、開発建設部所管の事務所に限る。）並びに北海道開発局の開発建設部を

「事務所等」といい、地方整備局本局及び北海道開発局本局並びに内閣府沖縄総合

事務局開発建設部を「本局」という。 

 
（１）講習会等コンプライアンス意識の徹底に関する取組 

入札契約事務に係るコンプライアンスに関して、対象者、内容、頻度を適切に設定

した講習会等（コンプライアンス研修、講義、講座、コンプライアンス・ミーティン

グ等各種取組を含む。）を行うことで、全ての職員に繰り返しその重要性を認識させ

る機会を確保し、コンプライアンス意識が希薄にならないよう継続的な取組を実施

することが重要である。 

 

１）全職員の講習会等の受講の徹底 

事務所等及び本局においては、違法性の認識に関する講習会等の徹底の観点か

ら、改めて、全ての職員に自分の身近な問題として認識させるため、講習会等の実

施にあたっては、以下の点に留意し、受講の徹底を図ること。 

・コンプライアンス推進計画等において、全職員に年１回以上、入札契約事務
、、、、、、

に係る
、、、

講習会等を受講させることについて目標を設定すること 

・（本局においては管内の全事務所等を含む）全職員の上記講習会等の受講状

況を把握すること 

・未受講者がいる場合、その者に講習会等を受講させるための具体的な取組

を行うこと 

 

２）全職員に講習会等において重点的に伝えるべき事項 

事務所等及び本局においては、全職員に以下の事項を重点的に伝えることに留

意して、講習会等に取り組むこと。 

① 全ての職員に自分の身近な問題として認識させるとともに、違法行為を抑止す

る観点からの事項 

   ・入札談合等入札に関する違法行為に関与した職員に対しては厳正な懲戒処

分、損害賠償請求、刑事処罰等がなされること 

・自ら望まなくとも、周囲の状況次第で入札談合等入札に関する違法行為に巻

き込まれることがあり得ること 

・過去に生じた不祥事事案及びその具体的な要因・背景 
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 ② 発注者綱紀保持の徹底及び違法行為の抑止の観点から、外部の者からの不当な

働きかけに関する報告のみならず、同一地方整備局等内の他の職員による発注者

綱紀保持規程違反に関する報告に関する事項 

・発注担当職員に対して同一地方整備局等内の他の職員が機密情報を要求す

る行為についても、違法、不当な行為として、発注者綱紀保持規程違反とな

ること 

・報告は職員に課された義務であること 

・報告窓口となる発注者綱紀保持担当者名・連絡先等に関すること 

・報告を怠った場合には処分があり得ること 

 

３）発注担当職員に対するコンプライアンス意識のさらなる徹底 

事務所等及び本局においては、発注担当職員が、入札契約事務に関する機密情報

を多く保有しており、不当な働きかけを受けやすい立場にあることを踏まえ、特に

発注担当職員を対象として既存の各種会議等を活用するなどして、入札契約事務

に係るコンプライアンス意識のさらなる徹底を図ること。 

 

（２）事業者・ＯＢとの接触・対応に関する取組 

事業者・ＯＢとの接触・対応に当たっては、入札談合への関与や機密情報漏洩等を

防止すること及び国民の疑惑を招かないことが必要であり、不祥事を繰り返さない

ための取組を継続することが重要である。 

 

１）事業者等との執務スペースの外のオープンな場所での対応の徹底 

事務所等及び本局においては、発注担当職員は、事業者等との応接に当たって

は、原則として、執務スペースの外に、オープンな接客室等を設けて、複数の職員

により対応するとともに、これによることができない場合は事前に所属長等の承

諾を得るなど、発注者綱紀保持規程等に定められた事業者等との応接方法の徹底

を図ること。 

特に、複数の職員により対応することが困難な出張所等の少人数官署において

は、事業者等との応接に当たっては、各地方整備局等の発注者綱紀保持規程等にお

いて定められたルールについて、より徹底を図ること。 

 

２）積算業務、技術審査・評価業務等を担当する課室への自由な出入りの制限 

事務所等及び本局においては、仕様書及び設計書の作成や技術審査・評価等の業

務を担当する課室において、入札契約に係る機密情報漏洩防止のための取組であ

ることを常時、掲示等により周知したうえで、事業者等の執務室への自由な出入り
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を制限すること。 

 

３）副所長等室の可視化、大部屋化等の推進 

事務所等においては、副所長等室の可視化、大部屋化等が実施されていない場合

はもちろん、個室間の壁の一部撤去のみ又はドア撤去のみの暫定対応となってい

る場合においても、庁舎のスペースや構造耐力等の点で支障がない限り、再発防止

対策の主旨を踏まえ、可視化、大部屋化等に向けた取組を進めること。また、パー

ティション等を用いるなどして、室外あるいは他の副所長等から入室者との対応

が十分に視認できない場合は、改善すること。 

また、本局においては、その実施状況を把握した上で、未実施や暫定対応の事務

所等に対し、可視化、大部屋化等に向けた指導・助言を行うこと。 

 

（３）機密情報管理の徹底に関する取組 

入札契約の適正化の観点から、機密情報については、その適切な管理を徹底すると

ともに、情報が漏洩しにくい体制の確保等を図ることが重要である。 

 

１）積算業務と技術審査・評価業務の分離体制の確保 

事務所等及び本局においては、積算業務と技術審査・評価業務の両機密情報を知

る者を限定し、分離体制を確保すること。 

 
２）「情報管理整理役職表」の適切な更新等の徹底 

本局においては、機密情報に関し、誰がどの情報を取り扱えるか明確になるよ

う、「情報管理整理役職表」の様式を適切に定めること。また、その様式を踏まえ、

事務所等及び本局においては、「情報管理整理役職表」を適切に更新すること。 

また、本局（北海道開発局においては開発建設部）においては、本官発注工事の

入札関連情報に関して、事務所職員が設計図書の作成に関与する場合には、当該事

務所職員を「業務上取り扱う者」として「情報管理整理役職表」に明記すること。 

 

３）発注事務に関する書類等の管理の徹底 

事務所等及び本局においては、発注事務に関する書類等について、みだりに紙文

書化せず、紙文書化したものは「情報管理責任者」として記載されている者が施錠

できる場所にて管理し、電子データについては「情報管理責任者」が指定するサー

バー内で「情報管理整理役職表」を踏まえアクセス制限をかけて管理する等、発注

者綱紀保持マニュアルに定められた管理方法の徹底を図ること。 
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４）事務所、出張所等へ送付される工事の履行確認のために必要な情報の管理の徹底 

事務所等及び本局においては、技術提案書等の工事の履行確認のために必要な

情報については、担当者以外の者へ情報が漏洩しないようにするため、送付に際し

ては、書類の手渡しや、パスワード付きのファイルでのメール送信等の方法により

送付すること。また、管理・処分に際しては、施錠できる場所にて管理し、履行確

認後は速やかに裁断するなどの方法により処分すること。 

なお、本局においては、事務所等に対し、平成２８年度に発覚した中部地整事案

を踏まえ、再発防止に資するため、技術提案書等の管理の厳格化について改めて指

導・注意喚起すること。 

 

５）「情報管理責任者」による適切な点検の徹底 

事務所等及び本局においては、情報管理が適切に行われていることを確認する

ため、「情報管理責任者」による毎年度の点検を適切に行うこと。なお、本局にお

いては、「情報管理責任者」が管理すべき情報の種類（予定価格、技術評価点等）

及び媒体（紙文書、電子データ）並びに点検結果（適・否・対象外）を明示した点

検表とすること。 

さらに、事務所等及び本局においては、「情報管理総括責任者」は、「情報管理責

任者」からの点検結果の報告内容に関し、点検が適切に行われているか確認、把握

するとともに、実効性のある点検となるよう、「情報管理責任者」に対し、指導・

助言すること。 

 

６）適切な「情報管理整理役職表」及び適切な点検についての指導・助言 

本省においては、２）、５）について、地方整備局等において、「情報管理整理役

職表」が適切な内容となるよう、また、適切な点検が行われるよう、指導・助言す

ること。 

 

（４）応札・落札状況の分析に関する取組 

入札契約の適正化を確保し、違法行為を抑止する観点から、発注工事の落札率、応

札者数、個々の応札者の応札状況等について、平素から継続的に分析することが重要

である。 

 

１）応札・落札状況の分析方法の工夫 

事務所等及び本局においては、応札・落札状況の分析に際しては、必要に応じ、

個々の工事の応札・落札状況だけでなく、以下の点にも着目するなど分析方法を工

夫することが望ましい。 
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   ・時系列的な推移や傾向等に着目した応札・落札状況 

   ・事業毎（道路、河川、砂防、海岸、港湾等）の応札・落札状況 

   ・管内の地域毎の応札・落札状況 

・管内の別等級工事の応札・落札状況との比較  等 

 

２）年平均落札率の高止まり等の傾向がみられる場合において講ずるべき措置 

事務所等及び本局は、一般土木Ｃ等級工事及び港湾土木Ｂ等級工事（北海道開発

局においては一般土木Ｂ及びＣ等級工事）について、ⅰ上記１）の応札・落札状況

の分析結果を踏まえ、年平均落札率が９５％付近で高止まりしている場合や、応

札・落札状況から違法行為が疑われる場合、ⅱ過去に当該地域において「談合情報」

又は「談合疑義事実」があった場合等においては、入札契約の適正化及び職員の違

法行為への関与の防止の観点から、以下の措置を講ずること。なお、その他の工事

についても、同様の措置を講ずることが望ましい。 

① 発注者綱紀保持 

事業者等との接触・対応ルールや機密情報管理の徹底等発注者綱紀の一層の

保持に努めること。 

② 事業者との意見交換会等の場における対応 

事業者に対し、事業者との意見交換会等の場で、発注者として、応札・落札状

況を継続的に注視していること及び談合情報や談合疑義事実には談合情報対応

マニュアルや談合疑義事実処理マニュアルに従って厳正に対処する姿勢等を示

すよう努めること。 

③ 入札参加資格の見直し等 

より競争性が確保される環境の整備に向けて、必要に応じ、以下の措置につい

て検討すること。 

・地域要件や等級区分の拡大、施工実績要件の緩和等入札参加資格の見直し 

・直轄工事の実績が少ないが技術力のある事業者の参加を増加させるため、チャ

レンジ型、自治体実績評価型等の総合評価落札方式の一層の活用 等 
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  なお、応札・落札状況に関しては以下の観点についても引き続き留意すること。 

（参考 平成２８年度特別監察提示意見要旨） 

調査基準価格と同額での入札が発生する傾向がみられる場合において講ずる

べき措置 

調査基準価格と同額での入札が発生する傾向がみられるなど激しい価格競

争が行われている場合には、工事を確実に受注するため、事業者から職員に対

し、調査基準価格や総合評価落札方式における技術評価に関する情報などの機

密情報の漏えい要求行為がなされるリスクが高まると考えられる。そこで、事

務所等及び本局は、一般土木工事及び港湾土木工事について、調査基準価格と

同額での入札が発生する傾向がみられる場合、職員が調査基準価格や技術評価

に関する情報等機密情報の漏えい等違法行為に巻き込まれることがないよう、

以下の各措置を講ずること。なお、その他の工事についても、同様の措置を講

ずることが望ましい。 

① 発注者綱紀保持 

事業者等との接触・対応ルールや機密情報管理の徹底など発注者綱紀の

一層の保持に努めること。 

② 入札業者へのヒアリング等 

  発注者綱紀保持の観点から必要があるときには、担当職員や当該入札事

業者にヒアリングを行うなどの対応を検討すること。 

 

３）談合疑義事実処理マニュアルの運用  

本局においては、談合疑義事実処理マニュアルの運用にあたり、地方整備局等の

実情に応じた的確な事務処理手続を定める規定を整備するとともに、本局及び事

務所等においては、その規定を適切に運用すること。 

 

（５）提示意見に対する取組状況についての地方整備局等による監査の実施について 

本局においては、引き続き、管内の全ての事務所等に対し、平成３０年度から２年

または３年で一巡して、提示意見に対する取組状況について監査を行い、実態を的確

に把握し、適切な取組がされていない場合には指導、助言のうえ、改善させること。 

 

※ 国土交通大学校においては、（１）３）、（２）１）、２）、（３）３）について、その

主旨をふまえ、対象とすること。ただし発注者綱紀保持規程に関する記述は除く。 
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＜許認可事務等に係るコンプライアンスの徹底に関する取組 ： 地方運輸局、内閣府沖

縄総合事務局運輸部＞ 

 
１． 報 告 

 

以下においては、本省が設定した監察項目について、監察対象機関の取組状況の

概要について記載している。なお、本報告においては、地方運輸局及び内閣府沖縄

総合事務局運輸部を「地方運輸局等」という。 

 
（１） 研修等コンプライアンス意識の徹底に関する取組 

 

１） 監察事項 

コンプライアンス意識の徹底のためには、職員がコンプライアンスに関連する

制度について十分理解するとともに、具体的にどのような行動をとるべきかを適

切に認識することが重要である。また、国家公務員法違反や情報漏えいについて、

職員本人のみならず、組織にも重大な影響を与えるとの認識の徹底の観点から、全

ての職員が自分自身の問題として取り組むよう、年１回以上のコンプライアンス

研修等を受講することが重要である。 

一方で、職員はコンプライアンスの遵守のみに専念すればよいわけではなく、本

来の業務を適切に行うことが求められることから、研修などは効果的に行われる

ことが必要である。そのためには、管内の全事務所を含む全ての職員の受講状況を

把握することが重要であり、未受講者がいる場合その者に研修等を受講させるた

めの具体的な取組を行うことが必要である。 

研修等に当たっては、関与した職員に対しては厳正な懲戒処分、損害賠償請求、

刑事罰等がなされること、自ら望まなくとも、周囲の状況次第で違法行為に巻き込

まれることがあり得ること、過去に生じた不祥事事案及びその具体的な要因・背景

等を十分に認識させることが重要となる。 

こうした観点に立って、コンプライアンスに関する研修の実施状況及び実施内

容等について監察を実施した。 

 

２） 研修の実施状況 

全ての監察対象機関において、新任採用職員研修、初任係長研修など節目となる

階層別研修を活用したコンプライアンス研修を実施していた。この他にも局議、支

局長会議等の幹部会議においてコンプライアンスに関する項目を入れてコンプラ

イアンス意識の徹底に取り組んでいた。また、国家公務員倫理週間においては、管
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内の全ての職員を対象に階層別の自習研修（e-ラーニング）を実施し、その受講状

況を把握していた。講習会形式の研修については、上記のとおり節目に実施される

階層別研修から幹部会議等随時実施するものまで多岐にわたっており、全ての職

員の受講状況を把握する仕組みは構築されていなかった。 

東北運輸局においては、セルフチェックシートの正答率・誤答率を職員の階層ご

とに分析し、誤答率の高い設問の回答詳細をイントラネットに掲載するなど、点検

後も職員が自らの問題として取り組めるような工夫を行っていた。 

沖縄総合事務局運輸部においては、各職員の研修受講リストを作成し、未受講者

に対し次回募集時に優先的に案内するなどのフォローを実施していた。 

 

３） 研修の実施内容 

全ての監察対象機関において、具体的な不祥事事案について、その要因・背景を

含めて幹部会議等で取り上げて管理職に対し注意喚起を行うとともに、管理職か

ら所属職員に対して周知していた。 

東北運輸局宮城運輸支局においては、不祥事事案が発生した際、管理職員が直接

口頭で部下職員に具体的に周知することにより、職員が身近な問題として考えら

れるよう工夫を行っていた。 

関東運輸局においては、過去に文書誤廃棄事案等の不祥事事案が発生した際に

は、幹部会議の開催及び管理職から一般職員への周知に加え、文書管理者説明会の

開催などの再発防止策を講じていた。 

中国運輸局においては、自動車検査・登録担当の新人職員を対象に、公印管理、

個人情報保護、守秘義務及び適正な業務処理に関し、具体的に何が問題となるのか

を分かりやすく示すなど、一層の理解を促す工夫を行っていた。 

 

４） その他の工夫等 

東北運輸局においては、コンプライアンス意識を含む内容を分かりやすく記載

した「職場の健康づくりハンドブック」を作成し、職員がいつでも閲覧できるよう

にしていた。（推奨事例参照） 

関東運輸局においては、局長自らが「現場第一」との理念のもと、「現場の各職

員が輸送の安全を支えている」ということの意識付けを行うとともに、広報活動を

通じて、職員の行う業務を外部へ発信するなどの取組により、職員のモチベーショ

ンの向上に努めていた。 

中国運輸局においては、局長自ら、局議、支局長会議等の場において、文書管理

の重要性とその徹底について自身の経験を踏まえた具体例を交えて指示するほか、

局長自ら各部に出向き職員と話す機会を設けるなど、執務室を含めた職場全体の
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目配りに取り組んでいた。 

 

（２） 許認可事務等の適正性の確保に関する取組 

 

１） 監察事項 

地方運輸局等で多く行っている許認可事務等は、国民の生活や社会経済活動に

密接に関わるものであり、当該許認可の根拠法令に従って、公正さと透明さの確保

が求められるものである。法令の定めのほか、審査基準を定めている場合には、当

該審査基準を踏まえながら審査することが必要である。同様に、標準処理期間を定

めている場合には、原則として当該標準処理期間内に審査することが必要である。 

また、職員による許認可等の不適切な処理などのコンプライアンス上の問題が

生じないよう、各職員が担当する業務の見える化、複数の職員によるチェック体制

の整備や公印管理を徹底することが必要である。 

こうした観点に立って、適正な業務処理を確保するための取組について監察を

実施した。 

 

２） 標準処理機関及び審査基準の設定及び公表状況 

全ての監察対象機関において、標準処理期間及び審査基準をウェブサイトで公

表し、透明性確保に努めていた。 

 

３） 許認可事務実施時の際のチェック体制（職員相互間における業務の進捗管理） 

全ての監察対象機関において、許認可件数が多い分野を中心に、事案処理簿、事

案処理の進捗管理表、決裁時の審査表等の作成を通じ、課室内の職員相互間におい

て業務の進捗管理を行い、不適正な処理の防止に努めていた。 

中国運輸局においては、処理件数の多い貨物運送事業の許可について、本局・支

局共通の事案進捗表を作成し、管理職を含めた許可に携わる全職員が補正の履歴

を含めた進捗状況を随時チェックできるようなデータベースを構築していた。（推

奨事例参照） 

 

４） 公印の不正使用防止対策 

全ての監察対象機関において、公印の不正使用防止のため、保管責任者又は補助

者による確認の実施、不在時においては押印できないよう施錠するなどの措置を

徹底していた。中国運輸局においては、これらの対策を実施していたものの、公印

押印簿を整備していなかった。 

東北運輸局においては、昨年９月６日以降、従来の手続きに加え、公印押印の際
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に保管責任者（又は補助者）の押印を求める等一層の厳正化に取り組んでいた。 

 

５） その他の工夫等 

東北運輸局においては、運輸局全体で風通しのよい職場となるよう、局議を活性

化しネガティブな情報を含め早めの情報共有、議論をできるよう取り組むととも

に、表彰制度を創設することにより、若手・中堅職員の積極的な提案を促していた。 

中国運輸局においては、各部で独自の勉強会を行うほか、鉄道部では新規配属職

員向けに机上及び現地での研修を行うなど、職員の業務知識の習得を円滑化する

取組を実施していた。 

 

（３） 意図しないコンプライアンス違反対策（ヒューマンエラー対策） 

 

１） 監察事項 

現在まで、自動車検査証の誤交付及びそれに伴う個人情報の漏えい、自賠責保険

期間の確認不徹底による不適切な許認可事務や文書の誤廃棄などのヒューマンエ

ラーによる不祥事・不適切事案が発生しており、再発防止を図っているところであ

る。 

今後、働き方改革などにより、ますます限られた人員・時間の中で遺漏なく許認

可事務等を行っていくことが求められることから、ヒューマンエラーを限りなく

少なくするための更なる工夫や取組を進めていくことが重要である。 

これらに関する取組について監察を実施した。 

 

２） 許認可事務の業務進行表の作成状況（一部（２）３）再掲） 

全ての監察対象機関において、許認可等に係る進捗管理表等を活用し、事案処理

状況を一元的に管理するとともに、課室内の担当者間で進捗状況を共有すること

によるバックアップ体制を構築するなど、ヒューマンエラーの防止体制を構築し

ていた。また、本局・支局間においても、支局から本局に進達される書類へのチェ

ック表の添付、事案処理の一覧表の共通サーバーを用いた共有を通じたヒューマ

ンエラーの防止対策を取っていた。 

中国運輸局自動車技術安全部においては、自動車検査業務における誤交付事案

の発生を受け、中部運輸局と連携した業務研究会を設置し、再発防止について検討

するとともに、誤返付防止マニュアルを策定していた。また、監査担当職員が申請

書類等を庁舎外に持ち出すことを念頭に、具体的な紛失防止措置を盛り込んだ監

査実施細則を策定し、実効性のある紛失防止措置を講じていた。 

各運輸支局等においては、特に件数の多い自動車検査証の誤交付などを防止す
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るため、交付番号札や電子掲示板の活用、交付時に申請者から受領印をいただく等

の方法を活用し、交付時のチェック体制を構築していた。 

 

３） その他の工夫等 

中国運輸局においては、支局共通の取組として、近年の個人ユーザー増加の流れ

を踏まえ、ユーザーの利便性向上に努めるとともに、申請者の滞留を防ぐため、申

請・交付窓口とは別に相談窓口を設けていた。 

 
（４） 許認可事務に係る個人情報管理に関する取組 

 

１） 監察事項 

プライバシーに関する意識が高まっている昨今の状況において、自動車登録情

報等多くの個人情報を保有する地方運輸局等（運輸支局、陸運事務所等）では、そ

の適切な情報管理が強く求められている。 

中部運輸局では、職員以外の者が執務室内に立ち入っていたことが、個人情報保

護の観点からも問題となった。 

これを受け、本省自動車局でも平成２９年１１月に執務室内立ち入りに関する

通達を見直していることから、本通達に基づき、執務室内への職員以外の者の立ち

入りを制限する必要がある。 

個人情報を適切に管理する観点から、本通達の遵守状況について監察を実施し

た。 

 

２） 職員等以外の者による執務エリアへの立入り制限の強化 

全ての監察対象機関において、執務室出入口に施錠可能な扉を設置するなどの

物理的遮断、一般来訪者エリアと執務エリアとの区分の明確化、システム保守管理

業者を含む職員以外の者の入退室管理の徹底等、個人情報保護のための措置を講

じていた。 

一方で、東北運輸局宮城運輸支局では、登録代行センターへの交付書類につい

て、執務室内ではなく、職員が出入口付近に常駐し、パーティションで視覚的に遮

蔽されている書類整理スペースにおいて保管していた。 

中国運輸局広島運輸支局では、執務室出入口の２つの扉のうち、応接室に面した

方の扉は業務時間帯施錠しない運用となっていた。 

沖縄総合事務局陸運事務所では、業務時間帯は執務室出入口の扉を施錠しない

運用となっていた。また、申請者利便のため、申請者より軽自動車税申告書を預か

り、申請者に替わり軽自動車協会に引き渡す業務を行っていたが、本業務は明文化
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されていない運用上の取扱いとなっていたため、当該書類を紛失等した場合に責

任の所在が不明確となる恐れが認められた。 

 

３） 自主点検等の実施 

全ての監察対象機関において、運輸支局職員による自動車検査登録情報漏洩事

案を受けた本省からの通達に基づき、各運輸支局等において検査登録関係業務実

施状況の自主点検を実施するとともに、本局職員による実態調査を実施するなど、

業務改善や事務処理の適切な執行体制確保に取り組んでいた。 

 

（５） 不当要求などへの適切な対応に関する取組 

 

１） 監察事項 

事業者・ＯＢとの応接に当たっては、原則として、執務室の外にオープンな接客

室等を設け、複数の職員により対応することとし、これによることができない場合

は事前に所属長等の承諾を得るなど、発注者綱紀保持規程に定められた事業者・Ｏ

Ｂとの応接方法の徹底を図る必要がある。地方整備局と比べ発注件数は少なくか

つ規模も小さいものの、発注行為での不適切な対応は、国民の信頼を大きく損なう

ことになるため、地方運輸局等においても発注者綱紀保持規程の遵守等が求めら

れる。 

また、内部の問題を早期に発見し、被害の発生・拡大を防止する観点等から内部

通報制度が正しく周知されていることが重要である。 

こうした観点に立って、不当要求などへの対応に関する取組について監察を実

施した。 

 

２） 不当要求があった際の対応 

全ての監察対象機関において、事業者からの不当な働きかけや同一運輸局等内

の職員からの不当な働きかけはなかった。また、公益通報について、地方運輸局

（沖縄総合事務局運輸部においては沖縄総合事務局）のウェブサイトのメインペ

ージにリンクを作成し、容易に公益通報手続きを表示できるようにしていた。 

東北運輸局においては、「不当要求行為等の防止に関する対応要領」を策定し、

不当要求行為への対処方法に関するマニュアルを整備していた。また、「職場の健

康づくりハンドブック」を作成し、不当要求への対応等について所属職員へ周知し

ていた。 

東北運輸局宮城運輸支局においては、ポスターの提示や、不当要求防止責任者講

習の際の受講修了書を提示することにより、一般来訪者への周知を図っていた。 
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関東運輸局においては、「暴力行為等に対する窓口対応マニュアル」を策定し、

所属職員へ周知していた。 

関東運輸局神奈川運輸支局においては、警察ＯＢを非常勤職員として常駐させ

る、緊急時の通報先を執務室の見えやすい場所に掲示するなど、緊急時における速

やかな対応や所管警察との協力体制を構築していた。 

中国運輸局においては、不当要求行為等への対処方法に関するマニュアルを策

定し、所属職員へ周知していた。また、執務室内に連絡体制を掲示することにより、

緊急時における速やかな対応が可能な体制を構築していた。 

中国運輸局広島運輸支局においては、不当要求等への対応マニュアルを策定し、

所属職員へ周知していた。不当要求管理者講習を受講し、講習時に配布されるポス

ターの掲示、不当要求防止責任者選任事業所の表示を行うことにより、一般来訪者

への周知を図っていた。 

沖縄総合事務局運輸部においては、「不当要求行為対策要領」を策定し、所属職

員へ周知していた。 

沖縄総合事務局陸運事務所においては、「窓口等における対応マニュアル」を策

定し、周知していた。また、（独）自動車技術総合機構職員と合同で不当要求行為

対応訓練を実施していた。（推奨事例参照） 
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２． 提示意見 

 

（１）研修等コンプライアンス意識の徹底に関する取組 

国土交通行政に対する国民の信頼を確保し、所管行政を円滑に遂行するためには、

職員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上が不可欠である。許認可事務を多く

行う地方運輸局等におけるコンプライアンス意識の徹底は、地方運輸局等全体に対

する社会からの信用を維持することにつながるのみならず、輸送の安全・安心の確保

や地域公共交通の維持・活性化、観光による地域振興等の組織本来の使命を果たして

いくための下支えとなるものであり、業務執行の基盤とも言うべきものである。 

コンプライアンス意識は、一度理解すれば足りるものではなく、全ての職員が常に

持ち続けなければならないものである。コンプライアンス意識の徹底についての取

組はなかなか終わりのないものであり、継続的に行っていくことが重要である。 

一方で、職員は、多くの業務を抱えており、コンプライアンスだけに取り組めば良

いものではない上に、職員に対し過度にコンプライアンスを強調することは、反対に

コンプライアンス意識の希薄化・マンネリ化など、コンプライアンス疲れに陥る可能

性もあり得る。 

そのため、コンプライアンス違反は、組織全体の信用を失墜させるとともに、職員

本人にも多大な不利益を及ぼすものであることを、職員にとって過度な負担感なく

身にしみて実感できるよう効率的な研修となるよう、以下の取組が必要である。 

・コンプライアンス違反が職員本人のみならず組織にも重大な影響を与えるとの

認識の徹底を図る観点から、例えば昇格時の研修では必ずコンプライアンス研

修を入れるようにするなど定期的に継続的に研修が行われるようにルール化す

ること。 

・各職員の研修受講状況を定期的に把握し、研修未受講者に対しては次回募集時

に優先的に受講させるなど、少なくとも全職員が年に１回以上研修を受講でき

るよう、フォローアップ体制を構築すること。 

・過去に生じた不祥事事案について可能な限り当該事案の要因・背景を具体的に

取り扱うことなどで、コンプライアンス違反が職員にとって身近な問題として

自分にも起こりうると認識させるよう工夫すること。 

 
（２）業務の適正性の確保に関する取組 

許認可事務は、根拠法令に基づき、公正さと透明性が確保される必要がある。また、

法令の定めのほか、審査基準を定めている場合にあっては、当該審査基準を踏まえな

がら審査することが求められる。同様に、標準処理期間を定めている場合にあって

は、原則として当該処理期間内に審査することが求められる。 
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一方で、担当職員が、決裁書類をうまく作成できず精神的に厳しくなった等の理由

で、未決裁のまま許可書等を発行する、申請書類を破棄するなどの不適切な処理を行

っている事案なども発覚している。このような事案が発生した主な要因として、事案

を一人で対応させていたこと、直属の上司を含む関係職員が処理状況を把握してい

なかったことなどがある。また、公印管理が徹底されていなかったことも不適切な処

理が発生した要因となった。 

このような不適切な事案処理の発生を防止するため、以下の取組が必要である。 

・意図的なコンプライアンス違反が決して起こることがないよう、幹部職員が日

頃からの職員管理・業務管理と公平・公正な業務執行に努めるという国家公務員

としての意識付けが大切との認識をもち、職員が自らの職務に自信と誇りをも

って取り組むことができる環境づくりに取り組むこと。 

・不適切な処理などのコンプライアンス上の問題を防止するため、原則担当を複

数化するほか、事案処理の進捗管理表の作成などを通じて管理職を含めた職員

間相互のチェック体制を構築するなど、担当者が一人で事案を抱えこむことの

ないよう、バックアップ体制の強化を図ること。 

・公印の不正使用を防止するため、保管責任者等による確認の実施、不在時には押

印できないよう厳重に管理するなどの措置を徹底すること。また、公印押印簿を

備えつけるとともに、所要の事項の記載を徹底すること。 

 

（３）意図しないコンプライアンス違反対策（ヒューマンエラー対策） 

許認可事務の執行等において地方運輸局等が国民からの信頼を受け続けるには、

業務にあたる個々の職員がコンプライアンス意識をもって業務にあたるほか、ヒュ

ーマンエラーがいつでもどこでも起こりうるという前提で、更なる工夫や取組を進

めていく必要がある。このため、以下の取組が必要である。 

・業務が遺漏なく適切に行えるよう本局・支局間で情報共有を図る、事案処理の進

捗管理表の作成などを通じて管理職を含めた職員間相互のチェック体制を構築

するなど、ヒューマンエラー防止に向けた取組を行うこと。 

 

（４）許認可事務等に係る個人情報管理に関する取組 

運輸支局等の自動車検査登録業務の執務エリアに職員以外の者が立入ることは情

報漏えいの危険が高まることから、本省自動車局通達に基づく措置の徹底を図るこ

とが重要であり、以下の取組が必要である。 

・職員等以外の者が執務エリアに容易に立入れないようにするため、執務エリア

の出入口に施錠扉等の物理的遮断物を適切に設置するとともに、施錠可能な扉

等については、業務時間帯においても確実に施錠を行うなど、職員等以外の者の
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入退室管理を徹底すること。 

 
（５）不当要求などへの適切な対応に関する取組 

発注者綱紀保持規程では、事業者・ＯＢ等との応接に当たり原則として受付カウン

ター等オープンな場所で複数の職員により対応することや、発注担当職員に対して

同一運輸局内の発注担当外職員から情報を求められる行為についても違反とされる

こと、あるいは、他の職員が発注者綱紀保持規程上の義務に違反した事実を確認した

場合には、担当者に報告しなければならないこと等発注者として遵守すべきことに

加え不正を未然に防ぐためのルールが定められている。こうした発注者綱紀保持規

程や公益通報制度は、内部での不正が発生した際に組織として早期に問題を把握し、

是正していくためにも、また、職員にコンプライアンス意識を持って業務にあたる必

要性を認識させる上でも重要であるため、以下の取組が必要である。 

・発注者綱紀保持規程に定める発注に際しての事業者・ＯＢ等との接触・対応につ

いてのルールや、公益通報・相談などに関するルール及び担当窓口を職員に分か

りやすい形で整理し、周知徹底を図ること。 
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３． 推奨事例 

 

（１）研修等コンプライアンス意識の徹底に関する取組 

 

【職場の健康づくりハンドブックの作成（東北運輸局）】 

 

東北運輸局では、平成２８年６月にコンプライアンスを含む職員それぞれが取り

組むべき問題を分かりやすく記載した「職場の健康づくりハンドブック」を作成し、

いつでも閲覧できるようイントラネットに掲載するほか、原則として年１回全職員

を対象としたメンタルヘルス研修で活用し、職員の理解を図っている。 

この取組は、全ての職員に対するコンプライアンス意識の高揚に向けた事例とし

て評価できる。 
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（２）許認可事務等の適正性の確保に関する取組 

 

【本局・支局共通の進捗状況管理データベースの整備（中国運輸局）】 

 

中国運輸局においては、処理件数の多い貨物運送事業の許可について、本局・支局

共通の事案進捗表を作成し、管理職を含めた許可に携わる全職員が補正の履歴を含

めた進捗状況を随時チェックできるようなデータベースを構築していた。 

これは、不適正な処理やヒューマンエラーなどのコンプライアンス上の問題を防

止するため、管理職を含めた職員間相互のチェック体制を構築し、担当者が一人で事

案を抱えこむことのないよう、バックアップ体制の強化を図る取組であり、評価でき

る。 

 

 

 

 

  

番号 申請日 支局受付日 支局進達日 局受付日 申請者 代表者 申請者住所 主たる事務所の位置 電話番号
車両
数

進達
支局

利用
運送
の有
無

一般
霊柩の

別

調整区
域照会
年月日

回答日
/担当

市
担当

法令
試験

許認可年月日 許可番号
取下年月日・

番号
備考

登録免許
税納付日

許可書受領
書

運賃料金
届

運輸開始
届

予備

1 H29.10.30 H29.10.30 H29.11.1 H29.11.10 株式会社　〇〇 〇〇〇〇
岡山県岡山市〇区〇〇
丁目〇－〇

岡山県岡山市〇区〇〇
丁目〇－〇

086-・・・-
・・・・

〇 岡山 無 霊柩  合格 H30.〇.〇 中国自貨第１３号 １２／８補正依頼 H30.〇.〇 H30.〇.〇 H30.〇.〇 H30.〇.〇

2 H29.11.1 H29.11.1 H29.11.2 H29.11.10 有限会社　△△ △△△△
広島県呉市△町△番△
号

広島県呉市△町△番△
号

0823-・・-
・・・・

△ 広島 有 一般  合格 H30.〇.〇 中国自貨第４４号 １２／２８補正依頼 H30.〇.〇 H30.〇.〇 H30.〇.〇 H30.〇.〇

3 H29.12.20 H29.12.20 H29.12.22 H29.12.26 株式会社　◇◇運輸 ◇◇◇◇
広島県広島市◇区◇丁
目◇番◇号

広島県廿日市市◇◇団
地◇番◇号

0829-・・-
・・・・

◇ 広島 有 一般  合格 H30.〇.〇 中国自貨第12号 １／２２補正依頼 H30.〇.〇 H30.〇.〇

4 H29.12.27       広島 無 一般  合格 中国自貨第３５号 １／１８補正依頼

5 H30.1.9 　 　 　 　   鳥取 無 一般  
取り下

げ
中国自貨
第41号

２／１４補正依頼

6 H30.1.19 　 　 　 　   鳥取 有 一般  再試験
中国自貨

第4号
３／８補正依頼

7 H30.2.2 　 　 　 　   山口 無 一般  合格 中国自貨第7号 ３／７補正依頼

8 H30.2.21 　 　 　 　   山口 無 一般   取下げ
中国自貨

第58号
３／７補正依頼

9 H30.2.23 　 　 　 　   広島 無 一般    合格 中国自貨第138号 ３／２０補正依頼

10 H30.2.26 　 　 　 　   岡山 有 一般    合格 中国自貨第5号 ３／１６補正依頼

11 H30.2.27 　 　 　 　   広島 有 一般    合格 中国自貨第１９号 ３／８補正依頼

12 H30.2.23 　 　 　 　   鳥取 無 一般  合格 中国自貨第５３号 ３／２２補正依頼

13 H30.2.23 　 　 　 　   鳥取 無 一般    合格 中国自貨第51号 ３／１９補正依頼

14 H30.2.27 　 　 　 　   山口 無 一般  合格 中国自貨第9号 前回申請時補正完了済み

15 H30.2.27 　 　 　 　   山口 無 一般  合格 中国自貨第３３号 ３／１９補正依頼

16 H30.2.28 　 　 　 　   鳥取 有 一般    合格 中国自貨第47号 ３／２６補正依頼

17 H30.3.7 　 　 　 　   広島 有 一般  合格 中国自貨第７０号 ３／２０補正依頼

18 H30.3.8 　 　 　 　   広島 無 一般  合格 中国自貨第１１号 ３／１６補正依頼

19 H30.3.9 　 　 　 　   広島 有 一般  合格 中国自貨第119号 ４／５補正依頼

20 H30.2.26 　 　 　 　   岡山 無 霊柩  合格 中国自貨第２１号 ３／１６補正依頼

21 H30.3.5 　 　 　 　   広島 無 一般  合格 中国自貨第６号 ３／２３補正依頼

22 H30.3.23 　 　 　 　   岡山 無 一般    
中国自貨

第141号
４／２４補正依頼

23 H30.2.28 　 　 　 　   岡山 無 一般  合格 中国自貨第６３号 ４／３補正依頼

24 H30.3.27 　 　 　 　   島根 無 一般  合格 中国自貨第７４号 ４／１７補正依頼

25 H30.4.16 　 　 　 　   鳥取 有 一般  合格 中国自貨第４５号 ５／２補正依頼

26 H30.4.24 　 　 　 　   広島 無 一般  合格 中国自貨第６４号 ５／９補正依頼

27 H30.4.24 　 　 　 　   広島 無 一般  
中国自貨
第108号

５／１６補正依頼

28 H30.4.25 　 　 　 　   広島 有 一般  合格 中国自貨第１５２号 ５／９補正依頼

29 H30.4.27 　 　 　 　   山口 有 一般  合格 中国自貨第192 ５／２１補正依頼

30 H30.4.27 　 　 　 　   広島 無 一般  合格 中国自貨第５６号 ５／２１補正依頼
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（３）不当要求などへの適切な対応に関する取組 

 

【不当要求行為対応訓練の実施（沖縄総合事務局）】 

 

沖縄総合事務局陸運事務所においては、年１回程度、（独）自動車技術総合機構職

員と合同で、実際に起こり得る不当要求等を想定した不当要求行為対応訓練を実施

していた。 

この取組は、対処マニュアル等の策定に止まらず、策定したマニュアルが実践的な

対処方法等であるか検証を行う機会となるとともに、参加者の不当要求行為に対す

る意識の啓発につながる事例として評価できる。 

 

 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

平成３０年度定期監察報告書（概要）

平成３１年３月

国土交通省大臣官房監察官室

（参考１）



平成３０年度定期監察の監察事項、対象機関及び実施方法

◆ 平成３０年度定期監察スケジュール
平成３０年４月 平成３０年度監察基本計画決定（国土交通大臣決定）

平成３０年９月～１２月 現地監察

平成３１年３月 報告書とりまとめ、報告書公表

平成３１年６月 対象機関より措置状況報告

◆ 監察事項
① 女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取組
② コンプライアンスの徹底に関する取組

◆ 対象機関
国土交通大学校

地方整備局（東北、関東、中部 及び 中国）

地方運輸局（東北、関東 及び 中国）

内閣府沖縄総合事務局 ※ 計９機関

◆ 実施方法
監察対象機関である本局、事務所等に対し、事前に調査票を送付し、回答及び関係資料を受領

監察対象機関において、担当者に対するヒアリング及び現地の取組状況（機密情報管理等）の確認をす

るとともに、局長、事務所長等の幹部職員に対するヒアリングを実施

監察終了後、局長、副局長等の幹部職員に対し、監察結果を講評

（参考）平成２９年度
国土技術政策総合研究所
地方整備局（北陸、近畿、四国、九州）、北海道開発局
地方運輸局（北陸信越、中部、近畿、九州） ※ 計１０機関
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監察事項①：女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取組

◆ 監察のポイント

「女性職員活躍とワークライフバランスの推進のための国土交通省取組計画」に基づく地整等の取組の状況を確
認するため当該事項を設定した。

監察に当たっては、取組計画において数値目標が設定された項目（超過勤務の縮減、休暇取得の促進、男性職員
の出産・育児休暇取得、女性職員の採用・登用）を中心に本省で監察項目を設定し、これに基づき監察を行い、
各地整等の取組状況を把握するとともに「各項目毎の目標値との対比」について整理した。

目標値達成に向け、各機関のおかれた状況をふまえた取組が実施されていた。取組計画の最終年度にむけて更な
る取組(今までの取組の効果検証、他機関のベストプラクティスの共有）が望まれる。

国土交通省取組計画における数値目標について今年度監察対象地整等の状況

地方整備局等

（５機関）

地方運輸局

（３機関）

平成32年  　　月６０時間以内
○○○○（週２０時間超の職員割合 ０％）

１９時間
（-）

２２時間
（-）

１３時間
（-）

職員１人あたり月平均の超過勤
務時間(平成２９年度）

平成32年　　　　　１５日以上 １４日 １４日 １３日
職員１人あたりの年間取得日数

(平成２９年）

平成32年度　　  １３％ ４.４％ ５.３％ ３.０％
取得者数／取得対象者数
(平成２９年）

平成32年度　　　　５日以上 ３.３日 ３.３日 ３.４日
取得休暇日数の合計／取得対象

者数(平成２９年）

(H27～H32)　　　３０％以上 ２６.５％ ２７.０％ ２５.８％ 平成３０年度（常勤職員）

平成32年度末までに　５.４％ ３.４％ ２.９％ ４.２％
平成３０年７月１日現在、５G
及び６G職員を集計

４．女性の採用拡大

５．女性登用（地方機関課

長・本省課長補佐相当職）

監察対象の
平均（８機関）

備　　考取組計画上の項目と目標値

１．超過勤務縮減

２．休暇取得促進

３-1 男性職員の育児休業取得

率

３-2 男性職員の育児・出産休暇
取得日数
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（１） 働き方改革（業務改善、超過勤務縮減、休暇取得促進、働く場所の柔軟化等）に関する取組

キャンペーン名称の工夫

記憶に残りやすいインパクトあるキ
ャッチフレーズを用いた連続休暇取得
キャンペーンを実施（「春ＳＵＮ３キ
ャンペーン」「ＧＯ５サマーキャンペ
ーン」） （中部地方整備局）

推奨事例

監察事項①：女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取組

業務改善の更なる推進

他機関の好事例を参考として業務改
善の推進に努めること。（会議の効率
性の向上、資料作成の省力化、ペーパ
ーレス化の推進、多様なテレビ会議の
実施等）

Ｗｅｂ会議システムの活用

ペーパーレス化及び簡易なテレビ会議が可能となるよ
う、Ｗｅｂ会議システムの導入を積極的に行っていた。

（中部地方整備局）

テレワーク試行の開始

テレワークの試行を年度内に実施（関東地方整備局）

推奨事例提示意見

超過勤務縮減

所属長は、部下職員の業務遂行状況
を常に把握するとともに、特定の職員
に業務負荷がかからないよう、必要に
応じて業務量の平準化を図るよう努め
ること。

提示意見

「重点的取組事項」の設定

毎年度「超過勤務縮減のための重点的取組事項」を本局の各部・管内各事務所単位で定
め、超過勤務縮減策を中心とした業務改善に資する具体の取組について情報共有・横展開
していた。 （中国地方整備局）

推奨事例

休暇取得促進

取得状況の見える化等の工夫、休暇
取得日数の少ない部署や職員の業務状
況等の分析など、目標達成に向けた取
組を推進すること。

提示意見

中部地整採用の「MeetingPlaza」
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（３） 女性の活躍推進に関する取組

女性の登用目標の達成に向けた取組

事務・技術、男女の偏りなく職務経験を付
与させるとともに、女性を含めた若手職員の
効率的な人事配置に努めること。

提示意見 推奨事例

事務・技術、男女の偏りない職務経験の付与

・年度当初に実施する管内現地踏査への同行
・台風時の防災体制への配置と災害対応
・式典やイベントにスタッフとして積極的に参加させる
○○○○○○○○○○あ （沖縄総合事務局南部国道事務所）

女性の採用拡大の取組

技術系女性職員の採用数を増やすため、関
係府省と連携して理工系大学を志す女性を増
やす取組を強化するなど、きめ細やかな広報
活動の実施に努めること。

提示意見
推奨事例

女性技官採用の工夫

業務説明会に参加する際、技術系職員採用に特化
したブースの設置及びパンフレットを用いることに
より、より専門業務に沿ったＰＲ活動を行うことが
できた。この結果、Ｈ３１年度には中国運輸局初の
女性自動車技官を採用する予定となった。

(中国運輸局）

監察事項①：女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取組

（２）育児・介護等と両立して活躍できるための改革に関する取組

推奨事例

イクボス宣言

ＷＬＢ推進強化月間中、管理職員自らが「仕事と生活の
両方を理解する上司」であることを部下に対して宣言。局
長の宣言は全職員が閲覧できるようイントラネットに掲示

（東北地方整備局）

男性職員の出産・育児休暇取得の促進

男性職員が育児休業等を取得しやすい雰囲
気の醸成を図るため、職員本人をはじめ、幹
部職員・管理職員を中心に、更なる意識の啓
発に取り組むこと。

提示意見

写真

写真
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監察事項②：コンプライアンスの徹底に関する取組

◆ 監察のポイント
H28年度に発生した中部地整事案を踏まえ、H29年度に引き続き、「コンプライアンスの徹底に関する取組」を設定
した。
特に、地方整備局等の監察については、H29年度特別監察報告書の提示意見に基づき監察を行い、各地方整備局等
が他の地整等の取組状況を把握できるように、一覧表にて横並びで整理した。
各監察対象機関において、講習会等コンプライアンス意識の徹底に関する取組、事業者・ＯＢとの接触・対応に関
する取組、機密情報管理の徹底に関する取組、 許認可事務に関する取組等に関して積極的に取り組んでいたが、
一部、内容が十分とは言い難い状況がみられた。引き続き、取組の改善に努めつつ、継続的に取り組むことが望ま
れる。

（１）講習会等コンプライアンス意識の高揚に関する取組

（事務所等、本局）

入札契約事務に係るコンプライアンス講習会等の実施にあた
っては、以下の点に留意し、受講の徹底を図ること。

・全職員に年１回以上、講習会等を受講させることについて
目標を設定すること

・全職員の受講状況を把握すること

・未受講者に受講させるための具体的な取組を行うこと

講習会等の実施に際しては、以下の事項を重点的に伝えるこ
と。

・入札談合等に関与した場合、厳正な懲戒処分、損害賠償請
求、刑事処罰等がなされること

・自ら望まなくとも、周囲の状況次第で入札談合等に巻き込
まれることがあり得ること

・過去の不祥事事案及びその具体的な要因・背景 等

殆どの監察対象機関において、全職員が年１回は入札契約事
務に係るコンプライアンス講習会等を受講することについて
目標を設定して、全職員が年１回は講習会等を受講していた。

一部の監察対象機関において、「入札談合等に関与した場合、
厳正な懲戒処分、損害賠償請求、刑事処罰等がなされること
」及び「自ら望まなくとも、周囲の状況次第で入札談合等に
巻き込まれることがあり得ること」について、講習会等を通
じて全職員を対象に、重点的に伝えているとは言い難い状況
であった。

＜入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底に関する取組：地方整備局等＞

提示意見取組状況
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監察事項②：コンプライアンスの徹底に関する取組

（２）事業者・ＯＢとの接触・対応に関する取組

（事務所等、本局）

発注担当職員は、事業者・ＯＢとの応接に当たっては、原則
として、執務スペースの外に、オープンな接客室等を設けて、
複数の職員により対応するなど、発注者綱紀保持規程等に定
められた事業者等との応接方法の徹底を図ること。

積算業務、技術審査・評価業務等を担当する課室においては、
常時、掲示等により周知したうえで、事業者等の自由な出入
りを制限すること。

提示意見

一部の監察対象機関において、事業者等との応接に関し、一
部の打ち合わせスペースの周囲に業務関係資料等を置いてい
たり、また、打ち合わせスペースまでの一部の通路にプリン
ターを置いていたり、執務スペースの外とは言い難い状況で
あった。

殆どの監察対象機関において、積算業務等を担当する課室に
おいては、常時、掲示等により周知したうえで、事業者等の
自由な出入りを制限していた。

取組状況

（３）機密情報管理の徹底に関する取組

（事務所等、本局）

積算業務と技術審査・評価業務の分離体制を確保すること。

「情報管理整理役職表」については、適切に更新すること。

発注事務に関する書類等について、紙文書化したものは「情
報管理責任者」として記載されている者が施錠箇所にて管理
し、電子データについては「情報管理責任者」が指定するサ
ーバー内で管理すること。

「情報管理責任者」による毎年度の点検を適切に行うこと。
また、「情報管理総括責任者」は、実効性のある点検となる
よう、指導・助言すること。

本省においては、地方整備局等において、「情報管理整理役
職表」の適切な更新、適切な点検が行われるよう、指導・助
言すること。

殆どの監察対象機関において、積算業務と技術審査・評価業
務の分離体制を確保していた。

一部の監察対象機関において、「情報管理整理役職表」をこ
れまで作成していなかった、また、誰がどの情報を取り扱え
るか明確にできていなかったなど、適切とは言い難い状況で
あった。

複数の監察対象機関において、発注事務に関する電子データ
について、その情報を取り扱う以外の者がアクセスできる状
況が一部みられた。

殆どの監察対象機関において、一部の「情報管理責任者」が
点検すべき項目を誤っていたなど、適切な点検とは言い難い
状況であった。

提示意見取組状況
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監察事項②：コンプライアンスの徹底に関する取組

（４）応札・落札状況の分析に関する取組

（事務所等、本局）

応札・落札状況の分析に際しては、必要に応じて、時系列的
な推移や傾向、事業毎、地域毎等の状況に着目する、管内の
別等級工事の応札・落札状況と比較するなどの分析方法の工
夫が望ましい。

年平均落札率が高止まりしているなどの場合には、発注者綱
紀の一層の保持等に努めるのみならず、必要に応じて、十分
な競争性を確保するために、地域要件や等級区分の拡大・施
工実績要件の緩和等入札参加資格の見直しや、チャレンジ型、
自治体実績評価型等の総合評価落札方式の一層の活用等を検
討すること。

全ての監察対象機関において、応札・落札状況について、
平素から継続的に分析していた。特に、東北地方整備局に
おいては、本省監察官室の資料を参考に、分析の工夫を行
っていた。

一部の事務所において、年平均落札率が高止まりしている
などの状況にあり、必要に応じ、分析方法の工夫や競争性
の確保に向けた一層の取組を行うことが望ましい状況であ
った。

（５）提示意見に対する取組状況についての地方整備局等による監査の実施について

（本局）

本局においては、引き続き、管内の全ての事務所等に対し、
提示意見に対する取組状況について監査（平成３０年度から
２年または３年で一巡）を行い、実態について的確に把握し、
適切な取組がされていない場合には指導、助言のうえ、改善
させること。

平成２９年度定期監察において、内容が十分とは言い難い
取組が少なからずみられ、全事務所等において、入札契約
事務に係るコンプライアンスに関する取組について、より
一層の徹底を図っていく必要がある状況であった。

提示意見取組状況

提示意見取組状況

※平成３０年度以降、全事務所等における入札契約事務に係るコンプラ
イアンスのさらなる徹底を図るため、各地方整備局等と連携し、取組
状況のフォローアップを行っている。 7



監察事項②：コンプライアンスの徹底に関する取組

◆ 監察のポイント
H29年度に引き続き、「コンプライアンスの徹底に関する取組」を設定した。
特に、地方運輸局等の監察については、地方運輸局等が多くの許認可事務等を担っていること、また、許認可に係
る不適正な処理事案が昨今発生していることに鑑み、これら許認可事務等に関する項目を中心に監察項目を設定し
た。また、自動車検査登録情報など多くの個人情報を保有する運輸支局等に対しても監察を実施した。更に、他の
運輸局等が相互に取り組みを参照できるよう、推奨事例を示した。
各監察対象機関において、研修等コンプライアンス意識の徹底、許認可事務等の適性性の確保、意図しないコンプ
ライアンス違反対策、許認可事務等に係る個人情報管理、不当要求などへの適切な対応等に関して積極的に取り組
んでいたが、一部、内容が十分とは言い難い状況もみられた。引き続き、取組の改善に努めつつ、継続的に取り組
むことが望まれる。

（１）研修等コンプライアンス意識の徹底に関する取組

コンプライアンス違反が職員本人のみならず組織にも重大な
影響を与えるとの認識の徹底を図る観点から、定期的かつ継
続的に研修が行われるようにルール化すること。

各職員の研修受講状況を把握し、研修未受講者に対しては次
回募集時に優先的に受講させるなど、フォローアップ体制を
構築すること。

全ての監察対象機関において、新任採用職員研修、初任係長
研修など節目となる階層別研修を活用することでコンプライ
アンス研修を実施していた。他の各種研修においてもコンプ
ライアンスに係る項目を入れて意識の徹底に取り組んでいた。

全ての監察対象機関において、職員一人一人にコンプライア
ンス意識がきちんと浸透するよう、具体的な不祥事事案を例
にその要因・背景について周知するなどの工夫をしていた。

一方、講習会形式の研修については、上記のとおり節目に実
施される階層別研修から局議、支局長・次長会議等において
随時実施するものまで多岐にわたっており、全ての職員の受
講状況を毎年度把握する仕組みは構築されていなかった。

＜許認可事務等に係るコンプライアンスの徹底に関する取組：地方運輸局等＞

提示意見取組状況

推奨事例

コンプライアンス意識を含み内容を分かりや
すく記載した「職場の健康づくりハンドブッ
ク」を作成し、いつでも閲覧できるようにし
ていた。（東北運輸局） 8



監察事項②：コンプライアンスの徹底に関する取組

（２）許認可事務等の適正性の確保に関する
取組 意図的なコンプライアンス違反が決して起こることがないよう、幹

部職員が日頃からの職員管理・業務管理と公平・公正な業務執行に
努めるという国家公務員としての意識付けが大切との認識をもち、
職員が自らの職務に自信と誇りをもって取り組むことができる環境
づくりに取り組むこと。

公印の不正使用を防止するため、保管責任者等による確認の実施、
不在時には押印できないよう厳重に管理するなどの措置を徹底する
こと。また、公印押印簿を備えつけるとともに、所要の事項の記載
を徹底すること。

提示意見

全ての監察対象機関において、標準処理期間及び審査基
準をウェブサイトで公表し、透明性確保に努めていた。

認可件数が多い分野を中心に、事案処理簿、事案処理の
進捗管理表、決裁時の審査表等の作成を通じ、課室内の
職員相互間において業務の進捗管理を行い、不適正な処
理の防止に努めていた。

公印の不正使用防止のため、保管責任者又は補助者によ
る確認の実施、不在時においては押印できないよう施錠
するなどの措置を徹底していたが、一部の監察対象機関
において、公印押印簿を整備していなかった。

取組状況

（３）意図しないコンプライアンス違反対策
（ヒューマンエラー対策）

業務が遺漏なく適切に行えるよう本局・支局間で情報共有を図る、
事案処理の進捗管理表の作成などを通じて管理職を含めた職員間相
互のチェック体制を構築するなど、ヒューマンエラー防止に向けた
取組を行うこと。

全ての監察対象機関において、許認可等に係る進捗管理
表を活用し、事案処理状況を一元的に管理するとともに、
担当者間で進捗状況を共有することによりバックアップ
体制を構築するなど、ヒューマンエラーの防止体制を構
築していた。

運輸支局等においては、特に件数の多い自動車検査証の
誤交付などを防止するため、交付番号札や電子掲示板の
活用、交付時に申請者から受領印をいただく等の方法を
活用し、交付時のチェック体制を構築していた。

提示意見

取組状況

推奨事例

本局・支局共通の事案進捗表を作成し、管理職を含めた許可に携わる全
職員が進捗状況を随時確認できるデータベースを構築していた。

（中国運輸局）

番号 申請日 支局受付日 支局進達日 局受付日 申請者 代表者 申請者住所 主たる事務所の位置 電話番号
車両
数

進達
支局

利用
運送
の有
無

一般
霊柩の

別

調整区
域照会
年月日

回答日
/担当

市
担当

法令
試験

許認可年月日 許可番号
取下年月日・

番号
備考

登録免許
税納付日

許可書受領
書

運賃料金
届

運輸開始
届

予備

1 H29.10.30 H29.10.30 H29.11.1 H29.11.10 株式会社　〇〇 〇〇〇〇
岡山県岡山市〇区〇〇
丁目〇－〇

岡山県岡山市〇区〇〇
丁目〇－〇

086-・・・-
・・・・

〇 岡山 無 霊柩  合格 H30.〇.〇 中国自貨第１３号 １２／８補正依頼 H30.〇.〇 H30.〇.〇 H30.〇.〇 H30.〇.〇

2 H29.11.1 H29.11.1 H29.11.2 H29.11.10 有限会社　△△ △△△△
広島県呉市△町△番△
号

広島県呉市△町△番△
号

0823-・・-
・・・・

△ 広島 有 一般  合格 H30.〇.〇 中国自貨第４４号 １２／２８補正依頼 H30.〇.〇 H30.〇.〇 H30.〇.〇 H30.〇.〇

3 H29.12.20 H29.12.20 H29.12.22 H29.12.26 株式会社　◇◇運輸 ◇◇◇◇
広島県広島市◇区◇丁
目◇番◇号

広島県廿日市市◇◇団
地◇番◇号

0829-・・-
・・・・

◇ 広島 有 一般  合格 H30.〇.〇 中国自貨第12号 １／２２補正依頼 H30.〇.〇 H30.〇.〇

9



監察事項②：コンプライアンスの徹底に関する取組

（４）許認可事務等に係る個人情報管理に関する取組

職員等以外の者が執務
エリアに容易に立入れ
ないようにするため、
執務エリアの出入口に
施錠扉等の物理的遮断
物を適切に設置すると
ともに、施錠可能な扉
等については、業務時
間帯においても確実に
施錠を行うなど、職員
等以外の者の入退室管
理を徹底すること。

全ての監察対象機関において、執務室出入り口に施錠可能な
扉を設置するなどの物理的遮断、一般来訪者エリアと執務エ
リアとの区分の明確化、システム保守管理業者を含む職員以
外の者の入退室管理の徹底等、個人情報保護のための措置を
講じていた。

一部の監察対象機関において、業務時間帯は執務室出入口の
扉を施錠しない運用となっていた。

（５）不当要求などへの適切な対応に関する取組

発注者綱紀保持規程に定める発注に際しての事業者・ＯＢ等
との接触・対応についてのルールや、公益通報・相談などに
関するルール及び担当窓口を職員に分かりやすい形で整理し、
周知徹底を図ること。

全ての監察対象機関において、事業者からの不当な働きかけ
や同一運輸局等内の職員からの不当な働きかけはなかった。
また、公益通報について、地方運輸局（沖縄総合事務局運輸
部においては沖縄総合事務局）のウェブサイトのメインペー
ジにリンクを作成し、容易に公益通報手続きを表示できるよ
うにしていた。

一部の監察対象機関において、不当要求行為対応訓練を実施
していた。

提示意見取組状況

提示意見

取組状況

推奨事例

実際に起こり得る不当要求等を想定した
不当要求行為対応訓練を実施していた。

（沖縄総合事務局）

※宮城運輸支局の事例

○施錠扉（登録部門：カウンター側）

10



（参考２） 

平成 ３０ 年度 監察 基本 計画  

 
１． 監察 の目 的  

監察は、事務の合理的運営、官紀の保持、優良な団体又は職員の推

賞及び不正行為の防止に関し、所管行政の改善向上に資することを目

的として行っているところであるが、平成３０年度においては、昨今

の所管行政を取り巻く状況にかんがみ、以下の観点に立って、定期監

察及び特別監察を実施するものとする。  
 
(1）定期 監察  

定期監察は、監察の目的を踏まえ、関係部局等に共通の重要課題に

ついて実施するものとし、平成３０年度においては、以下の取組につ

いて実施する。  
 

1 )  女 性 職 員 活 躍 とワークライフバランスの推 進 に関 する取 組  

国家公務員については、全府省の事務次官級で構成する「女性職員

活躍・ワークライフバランス推進協議会」において、「働き方改革」、

「育児・介護等と両立して活躍できるための改革」及び「女性の活躍

推進のための改革」という３つの改革を柱とした「国家公務員の女性

活躍とワークライフバランス推進のための取組指針（平成２６年１０

月１７日）」が決定された。国土交通省は、同指針を踏まえ、省を挙げ

た取組を強力かつ継続的に推進するため、「女性職員活躍とワークライ

フバランスの推進のための国土交通省取組計画（平成２７年１月２９

日）」を策定し、これに基づいて総合的かつ計画的な取組を進めている。 
この取組をより強力かつ継続的に推進するためには、女性職員活躍

とワークライフバランスの推進に関する取組状況を確認した上、不十

分な事例があれば直ちに改善し、優良な事例があれば組織全体で速や

かに共有することが重要である。  
以上から、女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取

組について、監察を実施する。  
 

2 )  コンプライアンスの徹 底 に関 する取 組  

コンプライアンスの確保は、組織全体に対する社会的な信用を維持

することにつながるのみならず、組織本来の使命を果たしていくため

の下支えとなるものであって、業務執行の基盤とも言うべきものであ

る。  
以上から、コンプライアンスの徹底に関する以下の取組について、

監察を実施する。  
 

① 入 札 契 約 事 務 に係 るコンプライアンスの徹 底 に関 する取 組  
入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底に関する取組につい

ては、不祥事が発生する度、組織全体で累次、強化するなどして再発



防止に向けて推進していたところであるが、平成２８年度、中部地方

整備局の発注工事に関し、複数の職員が機密情報を漏えいするなど

して収賄等の容疑で逮捕・起訴され、国土交通省に対する国民の信頼

は再び大きく損なわれる結果となった。  
このような状況下で国民の信頼を回復するために、組織全体におい

て、入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底状況について、特別

監察における監察項目等を参照しつつ、改めて検証することが必要

不可欠である。  
以上から、地方整備局等において、入札契約事務に係るコンプライ

アンスの徹底に関する取組について、監察を実施する。  
なお、入札契約事務に係るコンプライアンスのさらなる徹底に向

け、本省と地方整備局等が連携して統一的に取組を進める。  
 

② 許 認 可 事 務 等 に係 るコンプライアンスの徹 底 に関 する取 組  
許認可事務を多く担当している地方運輸局等においては、許認可の

申請を行う事業者等との対応を誤ることは組織としての信頼性を大

きく揺るがすことになる。  
以上から、地方運輸局等において、許認可事務等に係るコンプライ

アンスの徹底に関する取組について、事業者との接触・対応に関する

取組等を中心に監察を実施する。  
 
(2) 特別 監察  

特別監察は、所管行政に関する事務について、合理的運営の改善方

策に重点を置き、本計画に従い、又は、大臣の指示に基づき、状況に

応じて機動的に実施するものとし、平成３０年度においては、前年度

に引き続き、入札契約事務その他の業務の適正な執行等を確保するた

め、必要に応じて実施する。  
 
 
２． 監察 事項 、対 象機 関及 び実 施期 間  

 
(1) 監察 事項  

 

 1) 定期監 察  

     ○  女性職員活躍とワークライフバランスの推進に関する取組  
○  コンプライアンスの徹底に関する取組  
 

 2) 特別監 察  

○  入札契約事務その他の業務の適正な執行等を確保するために必
要な事項  

 
(2) 対象 機関  



 

  1) 定期監 察  

国土交通大学校  
地方整備局（東北、関東、中部及び中国）  
地方運輸局（東北、関東及び中国）  
内閣府沖縄総合事務局  

 
2) 特別 監察  

入札契約事務その他の業務の適正な執行等を確保するために特別

監察を実施する必要のある機関  
 

(3) 実施 期間  

 

1) 定期 監察  

第１～３四半期  
 

  2) 特別監 察  

年度内において随時実施  
 
 
３． その 他  

本基本計画策定後、所管行政の改善向上に資するため、所要の監察

を行う必要が生じたときは、適宜、上記監察事項以外の事項や上記対

象機関以外の機関について、監察を実施するものとする。  
「高知県内における入札談合事案に関する調査報告書」（平成２５年

３月）を踏まえた再発防止対策の実効性の検証を行う観点で特別監察

を実施した場合は、その実施状況について、公正入札調査会議に報告

するものとする。  
 

以上  
 



（参考３） 

女性職員活躍と職員のワークライフバランスの推進のための国土交通省取組計画（抜粋） 

                                    （H30.04.05 一部改正） 

Ⅱ．職員の仕事と生活の調和（ＷＬＢ）の推進のための二つの改革 

１．働き方改革 

（２）職場における仕事改革 

（２）－１ 業務マネジメントの改革 

ＷＬＢを実現するためには、職員の適正な業務量に配慮することが必要です。一方で、限られた人的

資源の中で質の高い政策を遂行するためには、より生産的な業務に従事する時間を作り出すことが求め

られます。 

このため、各々の職員が担当している業務の優先順位を定め、メリハリを付けて業務に取り組む必要

があります。時間をかけて取り組むべき重要な業務の明確化、それ以外の業務の廃止、縮小、統合、実

施時期の見直しなどの業務の整理、業務分担・体制の見直し（以下「業務プロセスの改善」という。）を

行います。あわせて、業務の効率化を行います。 

 

①業務プロセスの改善 

ア 重要テーマの選定 

本省局長、外局の長、地方機関の長等は、今後１年程度の期間を見据え、時間をかけて取り組むべき

重要テーマを選定します。重要テーマに関する業務について、担当する職員が十分な時間をかけて取り

組むことができるよう、下記イにおいて、業務の整理と業務分担の明確化を行います。 

 

②業務効率化の工夫 

ア 資料作成業務の効率化 

職員の日々の業務では、資料の作成や修正に多くの時間を要していることから、上司から部下への資

料作成指示については、「国土交通省管理職員の業務改善十原則」（平成２５年６月２０日国土交通省

業務改善推進本部決定）を踏まえ、以下のルールを徹底します。 

Ａ 資料作成に当たり、手戻りや無駄な作業を生じさせないため、局長等の幹部職員や部下職員との

間で事前に十分に意思疎通を行い、問題意識、方向性、アウトプットのイメージ等を明確にし、

共有します。 

Ｂ 作業の途中段階であっても、部下職員が気軽に上司と相談することを推奨します。 

Ｃ 資料修正は具体的に指示し、指示の回数も３回までを目安とします。 

Ｄ 必要以上に参考資料の添付や資料の美化を求めません。特に、内部検討用資料は体裁に凝りすぎ

ません。文字を詰め込み過ぎないことにより資料が分かりやすくなることも踏まえて、資料の簡

素化に努めます。 

また、本省・地方機関等の間でも、以下の事項について、作業依頼前に必要性を再考することを徹底

し、資料作成の依頼を抑制します。 

Ａ 既存資料の活用により用を足すことができないか。 

Ｂ 調査の重要度、調査等の内容、精度等がその使用目的に照らして適正か。 

Ｃ 提出期限の設定が合理的か。 



イ 窓口業務の改善 

各部署において他の部署との連絡や部署内のとりまとめ等を行う窓口業務は、多くの職員の業務に

影響を与えます。このため、窓口業務の担当者は、特に以下の点に留意して作業発注やメール送信を行

うよう徹底します。 

Ａ 作業内容を精査し、依頼先の部署の作業とは関係のない情報を削減する、添付ファイルの内容を

メール本文に簡潔に記載する、複数の添付ファイルをまとめてＰＤＦ化するなど依頼先の負担を

軽減する工夫を行います。 

Ｂ メールの宛先は可能な限り限定します。宛先が絞り込めない場合でも、To と Cc を適切に使い分

ける、特に関係の深い宛先を特出しして明記するなど、メール受信者が依頼内容の軽重を判断で

きるよう工夫します。 

窓口業務担当者の上司は、担当者による業務効率化の工夫が適切に行われているかをチェックし、必

要に応じて指導します。 

窓口業務や電子メールによる作業依頼の留意点は、「窓口（とりまとめ）担当者 作業発注マニュア

ル」（平成２５年６月１０日業務改善プロジェクトチーム事務局）や「電子メールに関する標準ガイド

ライン」（平成２４年１２月１８日業務改善プロジェクトチーム）にまとめられており、これらのマニ

ュアル等を様々な機会を捉えて繰り返し周知徹底します。 

 

ウ 外出先等でのメール確認による業務の効率化 

セキュリティに配慮しつつ、外出先等でも職場のメールの閲覧・送信が可能となる仕組みを導入し、

多様な業務形態を可能とし、業務の効率化を図ります。 

 

エ 資料の整理 

日々の業務を効率的に行うためには、資料の整理を日常的に行い、必要な時に必要な資料を迅速に取

り出せるようにしておく必要があります。また、職員の休暇取得等を促進するためにも、業務の属人化

を防ぎ、不在中でも他の職員が対応できるよう資料を整理しておくことが重要です。このため、「行政

文書の管理に関するガイドライン」（平成 23 年 4 月 1 日内閣総理大臣決定、平成 29 年 12 月 26 日

一部改正）等も踏まえ、資料の適切な管理を徹底します。 

 

オ 会議の効率化 

部内の会議、打ち合わせ等に際しては、業務プロセスの改善により不要な会議の廃止、類似の会議の 

統合等を行い、真に必要な会議に限定した上で、「会議効率化ガイドライン」（平成２４年１２月１８日 

業務改善プロジェクトチーム）に従って開催・運営を行い、以下の点を原則とすることを徹底します。 

Ａ 会議の目的（意思決定、ブレインストーミング、指示伝達等）と開始時間・終了時間をあらかじ 

め設定し、開催通知で周知する。 

Ｂ 配布資料は、できる限り事前に参加者に送付し、参加者はあらかじめ資料に目を通すようにする。 

Ｃ 開始時間・終了時間を厳守する。 

Ｄ 終了前に、必ずまとめを行う。 

 



カ 会議のペーパーレス化の推進 

「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（平成２９年５月３０日閣議決定）、 

「デジタル・ガバメント実行計画」（平成３０年１月１６日 e ガバメント閣僚会議決定）及び「霞ヶ関 

の働き方改革を加速するための重点取組方針」（平成２８年７月２９日内閣人事局決定）に基づき、会 

議のペーパーレス化を推進します。 

 

（２）－２ 勤務時間マネジメントの改革 

部局ごとの超過勤務や各種休暇の取得状況など、職員の勤務状況を事務次官、大臣官房長、局長等が

直接把握した上で、徹底した削減、取得促進に向け努力します。 

①超過勤務の縮減 

超過勤務の縮減のため、「超過勤務の縮減に向けた当面の取組について」（平成２２年５月１２日大臣

官房長通知）において設定した月６０時間の目標時間、週２０時間の上限目安時間を念頭に、適正な勤

務時間管理の徹底、業務の簡素・合理化を進めていきます。 

※超過勤務が週２０時間を超えた職員の割合（平成２９年） 本省 ８．３％ 

 

②休暇の取得促進 

日頃から各職場においてコミュニケーションを図り、休暇の取得しやすい環境づくりに努めます。 

イ 年次休暇の取得日数の目標 

このような取組を通じて、休暇の取得の少ない職員の取得を促進し、年間２０日の年次休暇のうち、

職員１人当たりの年次休暇の取得日数を、平成３２年までに１５日にすることを目標とします。 

※年次休暇取得日数（平成２９年） 

国土交通省 １３．９日（うち本省 １１．９日） 

観光庁 １３．３日、気象庁 １５．０日 

運輸安全委員会 １４．５日、海上保安庁 １４．３日 

 

２．育児・介護等と両立して活躍できるための改革 

仕事と家庭の両立支援制度の導入は進んでいるものの、制度等を利用しながら職員がＷＬＢを実現し

つつ活躍していくに際しては、いまだに障害のある場合も多くなっています。そのため、国土交通省で

は、平成２７年に導入した「すくすく育児帳」「いきいき介護帳」を活用し、育児等に係る状況（出産予

定日、配偶者の状況、保育の状況等）や両立支援制度の利用についての意向を把握するとともに、身上書

や面談を通して職員それぞれのライフイベントやそれに応じたキャリアプランに関する意向等を共有し

ます。また、育児・介護を行うこととなった職員に対して、各部局の総務課人事担当者からテレワーク、

フレックスタイム制、両立支援制度など、利用可能な制度の説明を行い、当該職員の上司は、「部下職員

の育児参加促進のためのチェックシート」により子どもが産まれる部下職員の育児参加を促進するほか、

人事評価の期首・期末面談の機会等に制度の利用を勧めるなど、制度を利用しやすい雰囲気の醸成を図

ります。 

 

（１）男性の家庭生活への関わりを推進 



②育児休業、休暇等の取得の推進 

ウ 育児休業の取得率、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得日数の目標 

男性職員については、子どもが出生した際に、育児休業を取得した職員の割合を、平成３２年までに 

１３％以上とすることを目標とします。 

女性職員については、現状の育児休業の取得割合を維持することを目標とします。 

※育児休業の取得率（平成２８年度） 

男性職員 ４．９％、女性職員 １００％ 

また、男性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための休暇について、平成３２年までに両休暇合計５

日以上取得することを目指します。 

※男性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための休暇の合計取得日数（平成２８年度） 

平均 ２．３日 

 

（４）その他の次世代育成支援対策 

③子どもたちの体験活動等の支援 

夏休みの時期等に、子どもたちの霞ヶ関見学や施設見学等が行われています。各機関で、その業務の

特性に応じてこのような取組を推進し、広く社会を知る体験活動の機会を提供します。 

 

Ⅲ．女性の活躍推進のための改革 

１．女性の採用の拡大 

女性職員の採用については、国家公務員採用試験合格者及び国土交通省志望者に占める女性の割合に

留意しつつ、試験の種類別及び事務、技術別の各区分において新規採用者に占める女性の割合を向上さ

せるため、各年度において積極的かつ計画的に採用の拡大に努めることとします。具体的には、毎年度、

国家公務員採用試験からの採用者に占める女性の割合及び国家公務員採用総合職試験からの採用者に

占める女性の割合をそれぞれ３０％以上とするよう努めます。 

その際、国家公務員採用試験の女性申込者の拡大に向けた取組を進めます。 

※各試験からの採用者に占める女性の割合（平成２９年４月１日） 

国家公務員採用試験 ２６．３％ 

国家公務員採用総合職試験 ２１．３％ 

 

２．女性の登用目標達成に向けた計画的育成 

女性職員の登用については、昇任・昇格前の在職者に占める女性職員の割合に留意しつつ、登用の拡

大により役職者に占める女性の割合を向上させるため、各年度において積極的かつ計画的に登用の拡大

及び人材プールの確実な形成に努めます。具体的には、平成３２年度末（平成３３年４月１日時点）ま

でに、本省課室長相当職の女性職員割合を１．８％以上、地方機関課長・本省課長補佐相当職の女性職

員割合を５．４％以上、本省係長相当職の女性職員割合を１５．０％以上とするよう努めます。 

※各役職段階に占める女性職員の割合（平成２９年７月） 

本省課室長相当職 １．３％ 

地方機関課長・本省課長補佐相当職 ４．７％ 



本省係長相当職 １３．２％ 

 

（１）人事管理の見直し 

③転勤の可否が登用に及ぼす影響の排除・縮小 

男女共に、キャリアパスにおける転勤の在り方について検討を行います。その際、例えば、転勤を所

属の管区内等で行うことや、出産・子育て期等の前後に転勤等をさせて必要な職務経験を積ませ、登用

に向けた育成を行うなど、複線的な育成を行うことを検討します。 

 

（２）管理職員の意識改革 

女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動として研修を実施するなど、管理職員の意

識改革を図ります。特に、大臣、事務次官等から、管理職員等に対し、女性の登用を図る観点から、従

来の意識や慣行の改革、女性職員のキャリア形成支援等意欲を向上させる取組の重要性についての明

確なメッセージを毎年のＷＬＢ推進強化月間等の様々な機会に発出します。 

 

３．女性職員のキャリア形成支援、意欲向上 

育児休業からの復帰後において育児しながらのキャリアアップが困難等との理由から、女性職員の

意欲が低下し、管理職への登用を望まない場合があると指摘されていることから、女性職員のキャリア

形成支援及び意欲の向上を図ります。 


